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害虫の要防除密度を めぐ る諸 問題 307

害虫の要防除密度をめぐる諸問題

と し か ず

俊
恥
四
石

た

田農林水産省農業技術研究所

害虫の要防除密度というのは，防除したほうがよいと

判断される害虫の発生状態のことをいうのであるが，こ

れは考えてみればいろいろの意味，問題を含んでいる。

まず，この場合の防除とはどういうことか。害虫の発

生状態をつかんで構ずる防除対策であるから，必ずしも

農薬だけを意味しなくてもよいわけで，物理的手段もあ

れば天敵に頼ることもできよう。越冬密度が要防除密度

を越えていればその年の播種や移植は遅らせようという

ことになれば，これも立派な対応防除対策となる。しか

し，現在一般に要防除密度といえば，害虫の発生密度が

この水準に達したら薬剤散布をしたほうがよいという発

生密度をいっているようである。本号に発表されている

各種害虫の要防除密度も大体そのように理解される。

害虫の発生を抑えるようないろいろな手段を有機的

に組み合わせて害虫の発生を経済的被害水準(E.I.L)

以下に保とうというのがいわゆる総合防除(integrated

pestmanagement)であるが，しかし，手段を構じて

もなお発生がこのE.I.L.を越えそうになったらどう

するか。そのときなんらかの手を打つとすれば多くの場

合薬剤散布であろう。殺虫剤の使用をなるべく抑えよう

という発想の総合防除においてもこうであるから，まだ

そこまで達していない現状では，前記のように主として

薬剤防除を考えるのもやむを得ないことであろう。

筆者は総合防除に関する文献を広く読んでいるわけで

はないが，最近たまたまアメリカ昆虫学会の特別刊行物

｢IntegratedPestManagement:Rational,Potential,

NeedsandImplementation!(1975,coordinaterは

EdwardH.Glass)を手にしたので，ちなみにEcono-

micthresholdというところをみた。その中の一部には

次のような意味のことがあった。「総合防除というのは

経済的，環境的，社会的な側面をもっていなければなら

ないので,Economicthresholdも単なるcost/benefit

rat1osよりもはるかに複雑な意味をもっている｣。しか

し，「例えばダイズで，その価格が上がったためにエー

カー当たりの収益が増加すると要防除密度も低くなるで

あろう。アメリカでは1エーカー当たり約24ブッシェ

ルの平均収量があり，1ブッシェルが3ドルであるなら

ば，もしカメムシによって5％減収し，その防除のた

めにメチルパラチオンを散布するとすれば，防除費はエ

ーカー当たり2．75ドルとなる。この条件では農家はあ

まり薬剤散布をしないだろうが，ダイズ価格が高騰して

1ブッシェル9ドルとなったら（実際1973年にはそう

だったらしい）農家は5％の減収をそのままにしてはお

かないだろう」という。

ｐ
’

本特集には8種類の害虫について，その要防除密度が

述べられているが，上記の問題に関してどう扱われてい

るかをみると次のように要約できる。

ツマグロヨコパイでは，経済的観点を被害に含めると

実際に要防除密度を設定することが難しいという理由

で，経済的という語があえて省かれており，イネドロオ

イムシでも収量低下を起こす害虫密度に焦点をおいて，

経済的収益の検討は割愛されている。

ニカメイチュウでも著者の小山氏は同様の考えであ

り，引用されている高木氏などのものもほぼ同様で，許

容される誤差を3.5％として有意な減収をもたらす水

準を基準にしているが，同時に引用されている小林氏な

どのものは防除費を考慮に入れている。

一定の被害の水準を設定して，これと害虫の発生密度

との関係から要防除密度が論じられているのが，トビイ

ロウンカ（坪枯れ)，カメムシ(100粒中の斑点米8粒,

ハスモンヨトウ（減収量10%)である。括弧の中はそれ

ぞれ被害許容限界とみなされているものである。ハダニ

●

さて，ところで，経済的被害水準という言葉だが，こ

れは防除費用以上の防除効果が経済的に得られるような

害虫の発生状態のことをいうとされている。そのために

前もって防除したほうがよい害虫の発生密度をEcono-

micthresholdというとあるから，これがここにいう要

防除密度ということになろう。したがって，経済的被害

水準とか要防除密度というのは本来は経済を抜きにして

は考えられない意味を持っているはずである。

以前からある論議は，一つは定義にとらわれて実質研

究がそれより前に進まないのは困るということ。もう一

つは経済は変動するから経済を考えに入れたら決まらな

いということであった。しかし，薬剤による害虫防除は

本来経済行為であるから，経済を抜きにしては考えられ

ないことであり，理論的解析によって要防除密度が設定

されても，これは経済変動に伴って変動すべきものなの

であろう。

ﾛ

－1－
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では要防除密度をl葉当たり0．5頭としているが，そ

の根拠ははっきり解析されていない。ハスモンヨトウの

減収量10%も経済面からの根拠ははっきりしないが，

トビイロウンカでは坪枯れが生ずると否とでは損害に質

的な違いが生ずるからであろう。カメ,ムシの100粒中8

粒の斑点米も，これを越えると政府の買い上げ対象から

外され経済的影響が非常に大きいからである。同様の考

え方はヤノネカイガラムシでもいわれており，問題は寄

生果率ではなく，最終的な損失であり，生食用とならず

加工用へ回された場合，価格が非常に違うことになる。

以上のように考え方には相違があるが，減収が有意と

なる線を基準にした場合は，防除費を考慮に入れれば，

要防除密度はそれよりやや高いところに設定してもよい

であろう。

話が経済がらみとなったが，観点を変えよう。

要防除密度は一般に経済的被害水準を考える時期以前

に，あるいはそれに至らない発生密度で設定しなければ

ならない。ニカメイチュウ第1世代でいえば，経済的被

害水準はよく1世代末の心枯茎率とか幼虫密度でいわれ

る。しかし，防除の時期はもっと早く，幼虫が葉しよう

にいるころまでである。そのために防除時期から第1世

代末期までの幼虫生存率について十分解明されているこ

とが必要である。食葉性害虫についてはこのことが一般

的にいえる。しかし,ハウスのハスモンヨトウの場合(松

崎氏）のように日々収穫しなければならない作物と，最

終収穫期の収量を問題にすればよいもの，穀類などのよ

うに補償作用の働く場合など，食葉性害虫でも害虫の加

害と被害の関係は一様ではない。それが媒介昆虫となる

と食葉性害虫と違って加害（ほ場侵入）初期からすぐに

防除必要時期となる。そのほかカメムシによる斑点米の

ように質が収益に影恕するものもある。

要防除密度はこれら加害と被害の関係の相違に応じて

それぞれ違った仕方で設定されることになるであろう。

この問題については本誌の8氏はそれぞれ考慮を払われ

ている，というよりも，これらのことを考慮して要防除

密度を設定するための理論的，基本的考え方にむしろ重

点がおかれているように‘思われる。

その他，地域，栽培法，作型なども当然要防除密度に

関係するわけであるから，要防除密度の設定は非常に難

しいこととなる。それを設定する過程，根拠は理論的で

なければならないが，例えば栽培法の変化に伴って変え

られなければならず，もちろん経済変動によっても変え

られなければならないとすれば，まず暫定的にでも要防

除密度を設定して，逐次それを手直ししていくことのほ

うが現実的ではなかろうか。そうなると研究者の研究対

象としては興味をもって取り上げられないかもしれない

が｡

要防除密度をいう場合に，密度の調査法は非常に重要

な問題である。というよりも，要防除密度は密度調査法

こみで考えられなければならない。つまり，被害茎率何

％というよりも何株(あるいは何茎)調査して被害茎何

本，あるいはスイーピングなら，どのような方法でスイ

ーピングをし，何回振りで何頭，というように調査法こ

みで要防除密度が設定されるべきで，もちろんそうして

出された結果の信頼度も理論的に解明されているべきで

あろう。また，調査法はできれば熟練を要さず，また，

分かりやすい簡単なものであることが望ましいといえ

る。

もう一つ問題がある。

現在いわれている要防除密度は単一の害虫種に対して

それぞれ設定が考えられているのであるが，2種以上の

害虫が同時に発生していて，それらを同時防除できる薬

剤を使う場合，それぞれの害虫については要防除密度以

下であっても，同時防除できれば十分経済的に引き合う

場合もあろう。その他2種以上の病害虫の発生加害によ

って被害が相乗的になる場合もあるかもしれず，あるい

は逆に相殺し合うこともあるかもしれない。一方の害虫

への防除手段が他種の発生を増強することもあるかもし

れない。このような2種以上の病害虫の複合発生の場合

の要防除密度も設定が必要となろう。

いろいろ問題点を挙げてきたが，それらへの対応はま

だ容易ではない。本特集でもそれぞれ一応の要防除密度

が示されているし，その他にもそれが想定されている害

虫種もある（深谷・桐谷篇：総合防除,81ページ)。し

かし，実|際の防除を行うに際してそれが適用される場合

はまだ少ないのではなかろうか。それも一つの大きな問

題点であろう。要防除密度の設定の過程は高度に理論的

であっても，それを実用する場面では適用しやすいもの

とすることも必要であろうし，また，状況に応じて変え

てゆくこともあってよいであろう。

－2－
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I

カメイガの要防除密度二

1

じゆう

重
霊
山

ろう

郎
と

秋田県農業試験場小

(Y,)と収量指数(Y,)の間にY,=100+0.097Y,-

0.0059Y,2(2)の関係式が成り立つことを見いだした。

そして，平均反当たり収量の推定において許容される誤

差を3.5％とすれば，（2）式でこれに相当する第2世代

末被害茎率は約22％であり，そうなるような第1世代

末幼虫密度は,(1)式によって10a当たり約2,000頭で

あることを示した。そこで，第1世代末幼虫密度が10a

当たり約2,000頭以下の場合には，第2世代の防除は有

効とならない公算が大であると述べている。

小林ら(1971)は，ニカメイガに対する薬剤散布が天

敵を併殺するために，その後のウンカ・ヨコバイ類の異

常増加を招くという認識に立って，過度の散布を避ける

ために散布要否を予想しようとした｡そして，徳島県に

おいて，ニカメイガの発生程度の異なる多くの水田で，

殺虫剤散布による増収効果の有無を調べた。ここでは，

散布による減損防止額が薬剤費や散布労力費を上回る場

合に経済的効果があったと考えて，そのような経済的効

果が上がる臨界被害茎率は，第1世代末期に2％内外，

第2世代末期に3％内外であろうと推定した。そして，

無散布の水田における被害茎率の平均的推移からみて，

将来上記の臨界被害茎率になるには，第1世代防除期被

害茎率は6.0士3.2%,第2世代については，第1世代

末被害茎率が2.31.3%であるとし，これらをそれぞ

れ，第1世代及び第2世代の散布要否判定基準としてい

る。

殺虫剤散布のみによる害虫防除には，いろいろな弊害

があるため，その他の防除手段をも組み合わせた総合防

除が提唱されている。しかし，その実用化にはまだしば

らく時間がかかりそうであり，現状では依然として殺虫

剤に頼らざるを得ない。そこで，少しでも弊害を避ける

ために,散布を必要最少限にとどめることが大切である。

そのためには，被害許容限界と要防除密度（巌・桐谷，

1973)の設定を急がなければならない。

本稿は，上記の立場から行ったニカメイガの被害許容

限界と要防除密度についての研究の現状と普及上の問題

点について述べる。

同

〃
秘

Iこれまでの研究

ニカメイガの被害とイネの収量または品質との関係に

ついては，被害解析あるいは被害査定の立場から，従来

多くの研究がなされてきた。しかし，防除の要否の判定

基準，すなわち要防除密度についての研究は，筆者以前

に，高木ら(1958)と小林ら(1971)が行ったにすぎな

い（下表)。

高木ら(1958)は，第1世代の薬剤散布によって，第

2世代を無防除にするには，第1世代末の幼虫密度をど

こまで下げればよいかを知ろうとした。そこで，静岡県

内の多くの無散布水田で調査を行った結果，第1世代末

50株当たり幼虫数(X)と第2世代末被害茎率(YOの

間に,Y,=1.383+2.493X(1),第2世代末被害茎率

●

ニカメイガの被害許容限界と要防除密度
日

’鞭管蓄嬰 第 1 世 代 第2世代

県’要防除密度 要防除密度 被害許容限界被害許容限界

第1世代末
幼虫密度
10a当たり
約2，000頭

収穫期
被害茎率

22％高(1958)ら｜静岡

第2世
被害末
被害茎
2％内

｜
｜
蹄
一
除
塞
墨

２
害
害
％

第
被
被
３

世代
末期

茎率
内外

第
防
被
心６

代
期
率
酪

代
期
率
外

第1世代末期
被害茎率
2．3士1．3％小(1971)ら｜徳島

’ ,’

ｌ
‐

第2世代
被害末期
被害茎率

約5％

第1世代
散布適期
葉しよう変色茎率
約12%

第1世代
被害末期
心枯茎率
約5％

(̂1975a)山｜秋田
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皿秋田県におけるニカメイガ

要防除密度設定の必要性

上記の二つの研究は,1950年代に行われたものである

が,1960年代に入ってから，この種の研究は途絶えた。

この時期には，のちに桐谷(1973),高木(1974)など多

くの研究者が指摘したように，イネの栽培法の変化など

に伴って，ニカメイガの密度が減少し始めていたにもか

かわらず，殺虫剤散布は増加し続けていた。

秋田県においても事情は同様である（第4図)。特に

1971年以降は，はっきり減少傾向がみられているのに，

薬剤散布は増える一方であり，特にヘリコプタによる広

域一斉散布が増加していった。これは，広い地域での天

敵の減少や環境汚染をもたらしたことはもちろんである

が，もっと直接的にミツバチやカイコなどへ被害を及ぼ

し，散布実施団体はしばしば補償金を要求された。

ニカメイガの発生が減少したから，薬剤散布の必要性

は少ないのだと一般的に言うことはできても，要防除密

度が設定されない間は，散布を止めさせるわけにはいか

ない。また,農家も,ニカメイガが減っていることは認め

ても，不安感から散布を続けようとする。高木ら（1958）

や小林ら(1971)の研究結果を環境や栽培法の異なる秋

田県にそのまま適用することはできないので，筆者は

1971年から秋田県における要防除密度設定の研究を始

めたのである（小山,1975a)。

m被害許容限界

まず初めに，被害茎率と減収との関係を求めるため，

小林ら(1971)の方法と同様に，さまざまな被害程度の

水田で，世代ごとに散布区と無散布区を作り，両区のイ

ネの収量を比較した。第1図は1971～73年に秋田県内

の各地で行った試験の結果を示したものである。

第1世代，第2世代とも，無散布区の被害末期の被害

茎率（第1世代では心枯茎率）が5％を超える水田で，

散布区と無散布区に収量の有意差が現れた。これから，

被害茎率5％以下の場合は，薬剤散布の必要がないと判

断し，両世代とも被害許容限界を被害末期被害茎率5％

と決めた（3ページの表参照)。

ここで，小林ら(1971)のように，減損防止額や散布

費用を考慮するならば，許容限界はもう少し高い値とな

るであろう。しかし，高木ら(1958)のように，被害茎

率と減収率の関係式を求めることができなかったため，

減損防止額の算出ができず，また，米価や散布費用など

は変動するものなので，経済的効果の算出には困難が多

い。そこで単に，散布しても増収しないような被害茎率

Ｏ
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第1世代被害末期第2世代被害末期
心枯茎率(％）被害茎率(％）

無散布区の被害茎率(％）

第1図異なる被害程度の水田における散布区と

無散布区の収量比

白丸は両区に有意差(P<0.10)あり．

をもって被害許容限界と決めたのである。

▲

IV要防除密度

被害末期の被害許容限界を決めただけでは，散布の要

否の判断はできない。薬剤散布適期以前に，被害末期の

被害茎率を予測しなければ,要防除密度は決められない。

第2図は，秋田県におけるニカメイガの被害茎率の消

長の一例と，薬剤散布適期を図示したものである。第1

世代では，初め葉しよう変色茎が現れるが，それがピー

クに達し，心枯茎が出始める6月下旬が薬剤散布適期で

ある。心枯茎率のピーク，すなわち第1世代の被害末期

は7月下旬である。第2世代の被害茎は8月中旬からみ

えてくるが，この時期が散布適期である。第2世代の被

害茎率は収稚期に近づくに従い急増する。

このような被害茎の推移からみて，第1世代末期の心

枯茎率を，散布適期の葉しよう変色茎率から，また，第

2世代末期（収穫期）の被害茎率を，第1世代末期の心

11

4

癖
譲
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鍬
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（
収
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期
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被第散第
害1.布2
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期代期代
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第2図被害茎率の推移の一例
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枯茎率から，それぞれ予測しようと試みた。

第3図は,1971～73年にさまざまな水田の無散布区に

おいて,これら各被害茎率の間の関係をみたものである。

第3図にみるように，第1世代においては，葉しよう

変色茎率と心枯茎率との間に高い相関関係が認められ

た。そして回帰式から，葉しよう変色茎率が約12%の

ときに，心枯茎率が被害許容限界の5％になることが予

測された。したがって第1世代の要防除密度（指数）を

葉しよう変色茎率約12%と決めることにした(3ペー

ジの表参照)。

要防除密度を被害茎率で示すのは，用語としておかし

いかもしれないが，ニカメイガ幼虫のように茎に潜って

いる害虫は，簡単には数えられないから，被害茎率のほ

うが実用的である。むしろ，農家でも容易に数えられる

散布要否の基準こそ望ましいのではなかろうか。この要

防除密度は,1975年から，秋田県病害虫防除基準に採用

して普及を図っている（第4図)。

第3図をみると，第1世代末期心枯茎率と節2世代末

期被害茎率との間の相関は低い。したがって，第2世代

末期被害茎率を散布適期以前に予測することができず，

要防除密度はまだ設定されていない。そこで，第2世代

については，従来どおりのスケジュール的薬剤散布を許

さざるを得ないのである。

要防除密度

50

而

秋0 |'
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第4図秋田県におけるニカメイガ発生而積率及び

薬剤散布面積率の推移（北海道・東北地区植

物防疫協議会秋田県資料による）

一方，まだ要防除密度を設定していない第2世代に対

する散布は依然として多い。特に注目されるのは，第2

世代散布面積のうち，ヘリコプタ散布の占める割合が年

年増加していることである。

それでは，現在秋田県のニカメイガ発生実態は，被害

許容限界を超えているのであろうか。第5図は，秋田県
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節1世代散布適期第1世代被害末期
葉しよう変色茎率(％）心枯茎率(％）

第3図各時期の被害茎率の間の関係

第2世代

司レ被講率
U

v秋田県のニカメイガ発生と薬剤散布の実態

第4図に,1960～77年の秋田県におけるニカメイガの

発生面祇率と防除（薬剤散布）面積率の推移を示した。

1971年ごろから発生面積が減少したが,散布面積は増加

し続けたことは前にも述べたとおりである。しかし，第

1世代についてみると,1975年に要防除密度を設定して

から，散布面穣は目に見えて減り,1977年には,1960年

のレベルにまでなった。また，この年には，ヘリコプタ

散布が行われなくなった。

１
１

I一【0】

01～31～61～91～

’第30．609o
して

被害株率(％）

)0生
l

第5図秋田県におけるニカメイガ被害株率別水田
ブタ

頻度分布(1977年度系統抽出水田病害虫発生

実態調査による）
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の病害虫発生予察事業で行っている，全県約270点の系

統抽出水田調査を基に,1977年の被害末期における被害

株率別水田頻度分布を示したものである。被害株率と被

害茎率との間には一定の関係があるので,これによって，

被害許容限界の5％被害茎率を図中に示した。この図に

よれば，第1世代では許容限界を超える水田はなく，第

2世代でも，わずかの水田が許容限界を超えるだけであ

る。

1977年における散布面祇率は，第1世代約12%,第

2世代約54％であるから，抽出調査した水川の｢f'には，

薬剤散布によって被害が少なくなったものも含まれてい

るであろう。それにしても，散布必要面秋が第2111身代で

54％もあるとは,第5図からみて到底考えられない。し

たがって，現在の我々の課題は，いかにして第2世代の

被害予測を行い，要防除密度を設定するかというところ

にある。もしそれができれば，第2世代においても，不

必要な散布を大幅に減らすことができるであろう。

コプタ散布や，液剤の共同防除でもそうだが，特に個人

散布に多い粉剤散布でいえることである。現在，粉剤に

は，殺菌剤と殺虫剤の2種，3種混合製剤が多く，農家

は，病害に対しても害虫に対しても，同じ混合剤を使い

やすい｡ニカメイガが要防除密度以下の発生であっても，

改めて殺菌剤だけ買い求めるということはあまりしない

ので，不必要な殺虫剤散布が行われることになる。

節3の問迦は,'複数の害虫に対する殺虫剤の使用であ

る。秋田県では，ニカメイガ第1世代とイネドロオイム

シ，あるいはニカメイガ第2世代とウンカ類の同時防除

がよく行われる。この場合は，ニカメイガの要防除密度

設定だけでは散布の軽減ができない。そこで筆者は，

1974年からイネドロオイムシの要防除密度設定の研究

に取り掛かった。第1世代の散布軽減は，その研究結果

の普及とあいまって実現したものである。

その他，農業技術誰習会などで現場を回って感じるの

は,農薬による徹底防除の思想の根強さである。20年近

くもこれをni-んできた病害虫関係者が，今度は散布軽減

を唱え，要防除密度の普及を進めるのは容易なことでは

ない。秋田県でニカメイガ第1世代の散布軽減を実現す

るには，県の防除指導方針決定のうえでの担当職員の決

断と，現地で農家の説得活動に当たった病害虫防除所職

員の粘り強い努力とが欠かせないものであった。これら

関係者の諸氏に心から敬意を表して，この稿を終わりた

い｡

０
〕

卜

VI要防除密度普及上の問題点

要防除密度が設定されても，これを実際に普及するう

えで幾つかの問題点があった。

第1の問題は，大面積一斉散布である。ヘリコプタ散

布はその典型であるが，大型液剤散布機による共同防除

でも同じである。我が国のように環境が複雑で，また，

農家の耕作面績が小さい所では，水田の環境や栽賠法な

どが細かく異なり，それによってニカメイガの発生程度

もさまざまに異なる。したがって，一斉散布地域内に，

一部でも要防除密度を超える水田があれば，その他の不

要な水田にも散布されるという不合理が起こる。それに

もかかわらず大面稜散布を止められないのは，農村の労

働力不足のためと，また，機械化の進んだ現在では農薬

の個人散布が残された最も苦しい作業だからであろう。

第2の問題は，いわゆる同時防除である。これはヘリ
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トビイロウンカの要防除密度
きしもとりょういち

農林水産省農事試験場岸本良一

東日本では非常に少ない。第2回成虫は6月中旬から7

月中旬に奄美付近から関東，東北，韓国南部にまたがっ

て広く見られ,普通にいう初期飛来虫はこれに相当する。

これ以降世代は大体lか月ごとに進むが，第3回成虫は

短趨型雌成虫による個体群増殖の核形成期として特長が

あり，第4回成虫期は大発生年には既に坪枯れを形成す

ることもあり，前期坪枯れ形成期として特長がある。第

5回成虫期は坪枯れ形成期に相当する。

トピイロウンカの発生経過には幾つかの特長があり，

これを理解したうえで要防除密度を考えなければならな

い。まず,発生の源は長距離移動してくる長麺型成虫で，

その飛来時期や密度は年によって変動が大きく，時期で

いえば6月中旬から7月中旬にかけてlか月の範囲にあ

り，密度は西日本では高く，東進するにつれて急激に減

少し，西九州と関東では3～4ケタの幅がある。また，

同一地点でも年によって同程度のふれが見られる。この

変動は長距離移動に関与する気象要因に負うところが大

きく，予測することは難しいので，各種の密度調査法を

併用して早期発見する必要がある。この飛来虫は西日本

でも密度は低く，数十株ないし数株に1匹程度である。

更に地形によって気流に影響を与えるためであろうか分

布は同一地帯内でも偏りがあり，いわゆるツボが方々に

ある。このツボの存在の理由は十分解析されていない。

次に飛来虫が定着してから後の個体群増殖の過程につ

いてはかなり研究が進み（岸本,1965;久野,1968など,

他のウンカ，ヨコバイに比べてはるかに高い増殖率で，

安定的に3世代を経過し，ついに生息条件の崩壊，つま

り坪枯れに至る。この増殖過程で重要な役割をするのは

雌の短麺型で，これはほとんど移動しない。世代が進ん

でも密度の地ならしはほとんど期待されず，同じほ場の

中でも偏りが大きく，何十haに一つの坪枯れというこ

ともしばしば見られ，これを坪枯れ発生以前に発見する

ことは非常に困難である。増殖の過程では密度の自己調

節らしき作用はみられず，密度がある限度を超えると坪

枯れに至る。初期密度が特に高い年にはII',穂期以前に坪

枯れを見ることも珍しくない。

トビイロウンカの分布範囲は非常に広く，日本,韓国，

中国大陸から東南アジアの水稲作地lWにわたっている

が，東南アジアでの個体群増殖過程は日本の場合とはか

なり異なっており，ローカルな品種の上ではほとんど増

殖せず，多収性品種の上では大発生して被害を引き起こ

すが，増殖率はまだ十分解析されていない。ただ，初期

飛来虫は日本の場合よりはるかに多いようで，したがっ

て増殖率は低いように思われる。

トビイロウンカの発生経過とその呼び方を整理する

と，第1回成虫，つまり日本での年内最初の成虫の出現

期は4月下旬から5月下旬ごろで，沖純から九州南部で

はかなりはっきり見られる。しかし，九州北部から中．

丘

I初期飛来数の把握と要防除水準の設定

発生の源となる飛来数を知ることはトピイロウンカの

発生を予汎||するうえでの出発点である。トピイロウンカ

の飛来は先にも述べたように少なくとも本州中・西南部

全体の規模で起こるものであるから，調査方法やその結

果の評価もそのような見方からするのが妥当であろう。

まず第1に，飛来の波を知ることである。既に報告した

ように(Ktshimoto,1976),大抵の飛来波は日本列島の

近くを通過する低気圧へ吹き込む南西からの温暖湿潤な

気塊によってもたらされる。15～40km/時ぐらいのやや

強い南西の風が数時間ないし2～3日にわたって連吹し，

気温もその時期の平均気温よりもやや高く，22～25C

ぐらいになる。天気は曇りかにわか雨のことが多い。こ

のような気象条件のときに，ネットトラップを上げて直

接採集してみると飛来ウンカはこの風によって運ばれて

いることが分かるが，これを予察燈や水盤で間接的に訓

査すると1～2日遅れて低気圧が通過した後のやや安定

した穏やかな夕方や夜明けに捕虫されることが分かる。

いずれの方法によるにしても天気の変化からみて2～3

円にわたる飛来を一つの波として捕え，その飛来波の規

棋を知らなければならない。飛来はセジロウンカがトピ

イロウンカよりも密度も高く，セジロウンカだけのこと

もあるが，トビイロウンカだけのことはほとんどない。

したがって，飛来波を知るうえではセジロウンカに注目

するのが便利であるが，同時にトピイロウンカが含まれ

ているかどうかを判定することも大切である。

飛来虫が実際にほ場に定落したかどうか，その密度は

どの程度かを知るには直接株当たり密度を読み取るのが

よい。しかし，これには労力がかかり，次々に起こるか

も分からない飛来波を全部カバーすることは難しい。筆

者は水盤法で代行することを提案したが，水盤法と読み

’

｡
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取り法との相関は高い。筑後市で得られた1967年から

1972年までの40個の飛来波について,ネットトラップ，

黄色水盤，予察燈の3法を対比させると第’図のようで

あった。すなわち，ネットトラップで10匹以上，黄色

水盤で50～60匹以上の飛来波は多飛来と考えてよい。

この限界は今のところ例数が少ないのであまり厳密なこ

とはいえないが，むしろ，年次的変動の大きさのほうが

目立っており，顕著な多飛来は容易に抽出することがで

きる。そして黄色水盤で数百匹も得られた場合第4回成

虫期に坪枯れを生ずる可能性が高く，第3回成虫，つま

り核形成期の短迩型雌が産卵を始める以前に防除するこ

とが望ましい。一方，予察燈による誘殺数も変異のI耐は

大きいが,100匹以下の場合は小飛来と考えられ，更に

100匹以上の誘殺数でも必ずしも多飛来とは限らない場

合が見られた。これは，予察燈への入燈には長距離飛来

後の静隠な気象条件が必要で，長距離移動をもたらす条

件とは必ずしも相入れないからであろう。

東日本各地にとっては大飛来年並の値に相当する。飛来

後の定着，増殖の過程が同じでないので，飛来数をその

まま要防除水準の判定には用いることはできず，その地

域ごとに評価基準を出さなければならない。

1967年,69年には全国的にセジロウンカとトビイロ

ウンカの飛来虫数の一斉調査が行われた（植物防疫地区

協議会資料)。1969年第1回調査は7月7日に行われた

が，この年のトビイロウンカの主要飛来は6月25日か

ら7月7日までの3波にまたがるものであって，これを

もたらした低気圧の通路も東シナ海中央部から日本列島

沿いに日本海を東北進し，北海道沖に至る典型的な多飛

来コースをとったので，飛来虫数の地域的傾向を知るに

は好適なものであった。各県ごとに50～150地点を抽出

し,1地点50回のすくい取りによる採集虫数を得た。

この虫数を密度指数，1（虫数0),2(1～5),3(6～25),

..…．6(625～）というように対数的に分け，各県ごとに

指数の平均値を求めた。一方，各県の調査に基づいて発

生面秋率を求め，発生程度とした。ウンカの飛来は南西

風により運ばれるので，九州西海岸を基線として列島の

中心線の方向に各県の中心までの距離を求め，移動距離

とした。更に全県を四つの地帯，すなわち，九州西海岸

－大平洋沿岸地帯，日本海沿岸一東北地帯,瀬戸内地帯，

中部山岳一北関東地帯に分けた｡第2図に示したとおり，

飛来虫指数は鹿児島，熊本で特に高いが，これを例外と

すれば他の各県では九州西海岸線からの距離が大きくな

るにつれてほぼ直線的に，つまりウンカの密度は対数的

に減少し，関東地方にまで達する。北陸，東北地帯では

この傾向から外れて飛来はほとんど見られていない。

一方，発生面秋率は各県の位置や飛来虫指数とはほと

んど関係なく，大体40～80％の間に散らばっており，

一見奇異な感じを与える。飛来虫のほとんど見られなか

った北陸一東北地帯では発生もほとんど見られず，数％

以下であり，よく符合している。発生面積の求め方にも

問題があるかもしれないが，他方，飛来後の増殖にも地

域的傾斜があって，東進するにつれて飛来数に対する被

害の発生程度が高くなるものと思われる。つまり，要防

除密度も東進するにつれて低い所に設定しなければなら

ないことになる。筑後市での例を参考にして各地帯での

要防除密度の設定がなされることが望まれる。

Ⅱ第3回成虫（核形成期成虫）短迩型雌の

密度と要防除水準

飛来成虫がある一定の定着過程を経て次世代を生ずる

が,それはほとんど雌では短麺型であり，密度は低いが，

ある程度集中分布をしている。この核形成期の密度も要

も
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第1図トピイロウンカの各飛来波の大きさを各種

調査法で調査した場合の相関関係

黒丸は多飛来，白丸は小飛来

土

もともとトビイロウンカの飛来数は少ない。それでも

奄美大島や九州西海岸地帯では，7月中旬までの飛来期

間中の予察燈による総誘殺数で数千ないし数万に達する

こともしばしばで，この数は東進するにつれて急激に少

なくなる。例えば静岡では数匹ないし数十匹程度にまで

下がる。各地帯別の誘殺数の年次変動は大きいが，大体

平行しており，発生の多かった1966年,69年には各地

とも高い値を示している。しかし，例えば鹿児島での平

年値は筑後に対してI～2ケタ，静岡に対しては3ケタ

程度も高く，鹿児島での平年ないし少飛来の年の値でも

－8－
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第2図全国一斉調査で得られた各県ごとの位置と平均飛来虫密度指数

及び発生面積率(1969.7.7)

地帯区分●西九州一太平洋沿岸，○日本海沿岸一東北，

△瀬戸内，×中央山岳一北関東

防除水準の設定において重要な役割を果たすことができべきである。この場合早すぎると卯が残ることが多く，

る。筑後市で得られた6月下旬植えの普通期イネでの結1週間か10日で密度が回復したというクレームがつく

果では第3図に示したとおり，黄色水盤で150匹程度以ことがある。

上の飛来虫が得られた。時には第3回短迩型雌成虫の密この方式を利用する場合幾つかの問題がある。まず，

度は100株当たり30～,-)()匹以上になり，出穂期以降坪調査方法であるが，短趣型雌を発見するのは今のところ

枯れを生じた。50～100匹程度の飛来虫の場合は第3回肉眼による株元観察以外に便法はない。そして短迩型雌

成虫はiOO株当たり10～20匹程度となり，部分的な坪は産卵前期はl～2日と短く，生存期間も平均7～10日

枯れを生じた｡これ以下の場合は坪枯れを生じなかった。であるので信頼度の高いデータを得るには2～3日ごと

要防除密度としては20～30匹程度と考えてよいであるの調査が必要である。主要飛来時期から短趣型雌世代の

う。この密度を越えた場合は，この短趣型成虫の産んだピークを予想し（後出）その数日前から集中的調査を数

卵が完全にふ化し終わったころをねらって薬剤防除をす回行うべきで，全期間にわたって規則的な5日とか1週

間ごとの調査はあまり意味がない。短趣型

雌はある程度集中分布しているので調査

株数を多くとる必要があり，例えば久野

(1968)の提案によれば株当たり0.1程度

の密度では200～300株くらい（株当たり

1.0で10～50株ぐらい）は調査しなけれ

ばならない。この株数を1枚のほ場からラ

ンダムにあるいは系統的にでも抽出するの

は大変な労力である。便法として，ほ場の

縦，横に数列を全株調査し，在虫株を発見

すればその周囲を調査して短麺型雌の分布

の全体像をつかむように努める。
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飛来世代虫数(黄色水盤）次に重要なことはイネの生育ステージや

第3図筑後市における6月下旬栽植田での飛来世代成虫数と第3回生育状態によって増殖率が相当変化するこ

短趣型雌成虫数との相関及びその後の坪枯れの形成程度とである。雌親成虫の出現期を基準にし，
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4

第4図日本各地の7,8,9,10月の間の有効穣算温日度（発育零点を10Gとした）

●1,500日度以上,O1,400～1,500未職△1,300～1,400未満，×1,300未満

町

次世代の雌成虫への増殖率は，移植直後は非常に低く，

イネの活着，分けつの進行につれてlか月ぐらいのうち

は直線的に増加する。その後分けつ期から出穂前まで高

い水準を保つが，出穂以降急速に低下し,登熟期に至る。

したがって，第3図の中にl例見られるように飛来期が

7月中・下旬となった1970年のような場合や，早植田

では，飛来虫から第3回成虫への増殖率は高くなる。し

かし，前者のような場合には第5回成虫期が遅くなり，

東日本では秋の気温の低下によって結局は坪枯れには至

らない場合がある。増殖率は15～20倍程度の場合が多

く，このような場合は典型的な坪枯れを生ずる。天敵を

取り除き，サラン網で覆った中で人為的に放飼した場合

には50倍程度に達する。一方，天敵も豊富である九州

南部や南方諸地域ではこれよりはるかに低い値となるで

あろうと予想され，そのような場合には集中度の低い，

初期飛来虫が多いので，不定形な，セジロウンカによる

被害のような坪枯れを示すものと思われる。

過繁茂状態ではイネの耐性の低いこともあって坪枯れ

になりやすいが，粗植ややせたイネでは増殖率は低く，

また,紋枯病の多い場合にも葉しよう部が枯死するため，

坪枯れの進行は予想よりずっと少ない。

東日本では気温の影響も重要である。筑後市での黄色

水盤法によって得られた各成虫期のピーク時期の間の有

効積算温日度は右表のとおりであった。発育零点はlO

ocとした。年による変異は少なかったが,第4回と第5

回の間の温量がやや小さく，これは登熟や坪枯れ発生に

よる世代後方部分が切られたためと思われる。1世代の

平均必要温日度は500～520と考えられ，この値は鴻巣

トピイロウンカの各世代を経過す~るに要する

有効秋算温度（発育零点を10C,世代は各

成虫期のピーク期の間隔でとった）

世代（成虫期間隔） 有効積算温度

520.3

1,026.4
1,478.1

521.8

1,007．4
443．8

期凹晩
″
〃
〃
〃
〃

回３
４
５
４
５
５

ヘ
ー
ー
ー
ー
ー

ワ
》
９
全
９
今
列
）
兜
〉
４
昼

第
第
第
第
第
第

平均1世代 499.3

市で得られた人為的放飼個体群について得られた値518

ともよく一致した。全国各地での7月から10月までの

10c以上の侃日度を「理科年表」の月平均気温から求

めると第4図のようになり，6月末から7月初めに出発

したトビイロウンカ個体群が3世代を安全に完成できる

地帯は山陰，東海，関東南部以西ということになり，例

年の発生地とよく符合する。北関東，北陸では普通の年

には坪枯れに至るようなことは起こり得ないことになる

が，飛来時期が早かったり，昭和50年のように秋期の

気温が高い年には坪枯れに至ることがありうる。この境

界地帯では飛来成虫や第3回成虫の密度だけでなく，発

生の時期についても考慮して要|坊除水準を設定しなけれ

ばならない。

以上，飛来成虫期と第3回成虫期を対象に要防除水準

設定の方式について述べたが，具体的な数字は各地帯で

改変されるべきものと考えられる。

3

６
屯
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予測，害虫密度と作物の被害の関係が明らかにされる必

要がある。このような観点に沿ったツマグロヨコパイ個

体数変動と被害，要防除密度設定の試みの例を以下に紹

介する。

Iツマグロヨコパイ個体群動態モデル

ツマグロヨコパイの野外における個体群動態は，日本

の農作物害虫の中では最も良く研究されている。久野

(1968)は水0二1に侵入する第1世代からピーク時の第3

世代にかけての増殖には明らかに自然調節機構が働き，

第1世代密度の大きな変動にもかかわらず第3世代密度

は大変安定していることを示した。KlRITANIら(1970)*

は，多くの世代の生命表の分析から久野とほぼ同じ結論

に至った。この後,法橋(1972)も綿密な野外調査を行い

|司様の結論を得ている。久野と法橋は福岡県筑後市で，

桐谷らは高知県で研究を行い，いずれも密度調節機構が

強く働き，ピーク世代が大変安定していることを示した

が，密度調節過程に対する見方は異なっている。すなわ

ち，筑後の研究ではツマグロヨコパイの死亡要因として

天敵の働きはそれほど重要ではなく，密度調節は専ら成

虫期の移動によっていると考えた(HokyoandKuno,

1977)のに対し，高知では卵寄生蜂や幼成虫期の捕食者

であるクモ類が重要な役割を果たしているが，通常はこ

れらの死亡要因の働きを越えた密度に達するため，成虫

期の移動による調節が働くとされた。しかし，これらの

天敵の密度が高まれば，ツマグロヨコパイはより低い密

度で安定することを6年間殺虫剤を散布しなかったほ場

のデータや個体群モデルのシミュレーションで示した

(笹波,1978)*。

このようにツマグロヨコパイ野外個体群動態の研究に

おいて調節過程に関する見解は必ずしも一致していない

が，餌の食い尽くしが起こる密度より著しく低いレベル

(西日本では成虫の株当たり存在個体数が10頭を越える

ことは珍しい）で密度が調節されている事実を明らかに

した研究例として注目を集めた。また，これらの研究は

ツマグロヨコパイの個体数変動を記載するモデルを発展

させた。SasabaandKiritani(1975)*が作成した個

体群モデルはツマグロヨコパイ自体の密度調節機構やク

モの捕食，気象条件による死亡などを組み込んだ，年間

はじめに

総合防除を構成する概念の中には各種防除手段，手段

の生態学的総合及び経済的被害許容水準(E.I.L.)が

ある。E.I.L.はもともと経済的被害が生じる限界の害

虫密度に対して当てられた言葉であるが，しばしば作物

の被害レベルに対応した言葉として混乱して用いられた

りした。そこで深谷・桐谷(1973)では用語を整理し，

これらを被害許容限界（または水準）と被害許容密度に

分けた。この時点で「経済的」という言葉をあえて省い

たのは，経済的観点を被害に含めると実際に設定するこ

とが難しく，とりあえず害虫密度と作物の被害の量的関

係を明らかにしていくほうが有益だと考えたためであ

る。しかし，将来害虫管理(pestmanagement)の問題

を本気で考えていこうとすれば，経済的観点を避けて通

ることはできないだろう（桐谷・中筋,1977)。

さて，上に述べた被害許容密度は，既に被害を生じて

しまった時点の密度を指すものであり，防除を行うか否

かの判断の基準になるものではない。そこで，防除の要

否という観点から害虫密度を規定する言葉がもう一つ必

要になる。それに要防除密度という言葉が当てられた。

この概念を示す語としては既にSternら(1959)の

Economicthreshold,Chant(1968)のActionthre-

shold,Sylven(1968)のControlthresholdなどがあ

り,R.Smith(1969)は栽培者にも理解しやすい言葉と

してEconomicthresholdを用いるべきであると主張し

た。日本ではこの特集の題名でもある要防除密度(Cent-

rolthresholddensity)という言葉が既に定着している

が，外国人には耳新しい語であるらしい。用語の問題は

ともかくとして，この特集の他の多くの筆者によっても

紹介されている害虫個体群の生命表アプローチに立脚し

た密度予測による要防除密度の設定の試みは日本独特の

新しい方向であり，カリフォルニアなどで盛んに報告さ

れているワタのメクラカメムシtjﾉgusspp.(Falconら，

1971),ヤガのl種珪"othiszea(Stern,1973),アル

ファルファのゾウムシHypeγα6γ“""”β""is(Cothran

andSummers,1972)などのEconomicthresholdは

E,1．L.とほとんど区別がつかないあいまいなもので日

本で用いられているような厳密なものではない。

要防除密度の設定のためには，害虫個体群密度変動の ＊引用文献の*印と対応する
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を通した変動を記載している。また,NakasujiandKi-

ritani(1972)*の萎縮病伝播モデルは上記のモデルと

組み合わせて，萎縮病の伝播量をも予測しうるものであ

る。これらのモデルに用いられた幾つかのパラメータは

必ずしもすべての地域に普遍的なものではないが，それ

ぞれの地域で特有のパラメータを得て組み込めば発生予

察も可能になるものと思われる。同様に長年の生命表デ

ータを用いた個体群モデルがHokyoandKuno(1977)

により提案されている。

一方,Hokyo(1976)はツマグロヨコパイの水田への

飛び込み個体数の予察モデルを独自に考えた。8年間に

わたる越冬期のヅマグロヨコパイ密度変動を調べ，前年

秋の第4世代卯から越冬後の成虫羽化までの死亡率は平

均99.8％にもなり，越冬後の成虫密度は14.0士10.5

頭/m^になるとした。また，越冬世代から第1世代羽

化までの休閑田の増殖率は平均0．25でこの間はむしろ

減少する。次に，第1世代羽化成虫と水田飛び込み成虫

数の関係は成虫の50％羽化時期と本田移捕時までの時

間差に支配され，このずれが10日以内の場合には侵入

個体数はほぼ一定であるが，それ以上移植が遅れると侵

入個体数は対数的に減少し，2本の直線で記載される。

この場合，第1世代成虫の50％羽化iは，体li風覚醒後

の有効積算温度によって求めることができる。法橘の予

察法を用いれば，第1世代成虫の50％羽化日が推定で

きれば飛び込み成虫数が分かり，萎縮病伝播量に関して

飛び込み虫数の被害許容密度が分かっていれば防除の要

否を判定することができるはずであり，その基準は50％

羽化日が田植えの前何日かというようなものになる。防

除の要否の基準を必ずしも密度で設定する必要はない

が，第1世代羽化成虫の密度の高低が全く関係しないと

考えるには多少無理があると思われる。

以上述べてきた個体群モデルは，いずれも萎縮病の被

害が中心になる西日本のものである。東日本（北関東，

北陸，東北地方）では萎縮病の発生はみられないが，年

により西日本では見られないような高密度（株当たり数

十～数百頭）になることがある（岸本，1976)。例えば新

潟県上越地方では50回すくい取りで2～3万頭が入っ

た例（愉井・仲里,1975)や北陸地方ほど高密度にはな

らない栃木県でも25回すくい取りで得られる成虫数

が5,000～6,000頭にもなる水田も珍しくない（栃木農

試,1977)。

この地方のツマグロヨコパイの発生量の年次変動の原

因については，積雪量との関係，すなわち雪の少ない年

に多発生する傾向が指摘されているが（大竹,1965ra

か)，これは著しく高密度に達する原因を説明するもの

ではない。すなわち，雪の少ない西日本ではこのような

多発生は見られないからである。この点については，北

陸地方などで九州農業試験場や高知県農林技術研究所で

行われたような生命表研究を中心とした綿密な野外での

個体群動態研究が，少なくとも5～6年以上にわたって

行われる必要があるだろう。

3.ツマグロヨコパイによる被害

1萎縮病，黄萎病，わい化病の被害

ツマグロヨコパイが媒介する病気は，日本では3種類

知られている。これら虫媒性の病気の被害を考えるため

には，保毒虫密度とイネへの伝播株率の関係及び伝播を

受けるイネのステージと被害の関係が重要である。また，

|司じ柄原微生物に感染を受けても品種や栽培時期の異な

るイネの作期でも被害は大きく異なる。例えば萎縮病の

場合,1本植えしたイネでは分けつ期に感染を受けた場

合は収量は全く得られないが，幼穂形成期では50％，

登熟期では90％以上の収量が得られる（石井ら,1970)。

この場合，作期の違いは収量にそれほど大きく影響しな

い。中筋．野村(1968)*はいずれの作期のイネでも飛び

込み成虫による苗代期から本田初期ごろの初期感染と次

世代による分けつ期から幼穂形成期にかけての後期感染

に大別されるとして，それぞれの減収率を株単位で求め

たところ，前者で80％，後者で33％程度の減収になる

と予想した。したがって，ほ場単位の減収率は，この減

収率にそれぞれの時期の発病株率を掛け合わせると得ら

れる。これとは別に村松ら(1959)は発病株率(A')と

減収率(Y)の間に

Y=0．132+0.042.Y2

という二次回帰式が成り立つことを報告している。

黄萎病の被害は，イネ体内での潜伏期が30～40日と

長いこともあって後期の感染では被害は少ない(後藤ら，

1975)。茨城県の調査では穂ばらみ期に発病したもので

は75％，出穂期で30％，黄熟期で15%の被害がみら

れた（小森ら,1975)。更に作期によっても発病程度や被

害が異なり，立毛中の発病があまり見られない普通期イ

ネでは減収はなかったが，27.6％の発病株率がみられた

早期イネでは14%の減収がみられた。また，品種によ

り感受性の程度に違いがあり，一般にもちイネは抵抗性

の品種が多いという。

わい化病の被害は，病徴の現れ方が微妙であるため査

定が大変困難であるが，発病の激しいぼ場では20～30％

の減収をもたらしているようである(川崎・岡本,1974)。

このウイルス病は良く知られているようにイネの品種間

で感受性が著しく異なり，抵抗性品種では被害はもちろ

－12 －



ツマグロヨコパイの要防除密度 319

ん病徴も表さなくなる(Shinkai,1976)。

2ツマグロヨコパイの直接吸汁被害

西日本と東日本でツマグロヨコパイの発生の様相が大

きく異なることは先に述べた。このことは，ツマグロヨ

コパイの直接吸汁被害の現れ方にも大きな違いを引き起

こしている。西日本で行われた吸汁被害再現試験の結果

では，いずれも通常の発生密度（株当たり成虫が10頭

程度）では被害を生じなかった（中筋・野村,1968*;葛

西・尾崎,1972)。この傾向はその後の同様な実験でも

支持されつつある（広島県,1974;岡山県,1975など多

数)。一方，北陸地方でも古くから被害試験が行われて

おり，上田(1956)によると株当たり10頭放飼した区

でも30％の減収になった。もちろん加'『';:期1111が長いほ

ど減収が大きい。

広島県農業試験場の那波（未発表）は全国でこれまで

行われたツマグロヨコパイ密度と被害の関係の試験結果

をまとめて整理した。これによると西日本で行われた試

験と東日本でのそれとの間に同じ梢度でも被害程度に大

きな差があり，後者での被害が大きい。このことに加え

て，東日本では年によってシマグロヨコバイの密度が著

しく高まるとなれば，この地方での直接吸汁被害は無視

できないのかもしれない。

均寿命,pは保毒虫率を示す。

この式はアブラムシ伝播ウイルスの伝播式として

Gregory(1948)やWatsonandHealy(1953)な

どによって用いられた式と本質的に同じ形式のものであ

る。’保毒虫の伝播株数（α）は石井ら(1970)の網室

実験の結果，0から1.5の間の値をとり，ほぼl程度が

妥当と考えられた。また，最近の笹波・桐谷(1978)の

実験からもそのことが支持された。平均寿命(L)につ

いては法橋（未発表）が10日と推定した。保毒虫率P

はそれぞれの場所での実測値を用いるが，第1世代で測

定する場合には即時に知る必要があるため血清法で測定

しなければ間に合わない。なお，イネ苗検定法を用いる

場合は越冬世代成虫を検定し{Pow),それに越冬から第

1世代への保毒虫率の減少率0.60(NakasujiandKi-

ritani,1971)*を掛けると第1世代の粗い推定値が得ら

れる。

鹿児島県農業試験場の堀切．深町（未発表）は県下各

地の8か所において6月上旬に苗代ですくい取りを行

い，この時の虫数と保毒虫率を測定し，その隣接田で7

月下旬に発病株率を調査した。これとは別にやはり各地

で5月下旬に休閑田と苗代で10回すくい取りで密度を

訓べた。これらの資料をもとにして次のような計算を

行った。まず，後者の調査で休閑田の老令幼虫．成虫数

{Nn,ﾉ）と苗代での成虫数（恥"‘s）の間には

ノV""s＝3.906jV/αﾉ+11.789(r2=0.904)(2)

の関係が得られた。次に前者の調査で得られた苗代すく

い取り虫数を（2）式を用いて休閑田10回すくい取り数

{Nfaﾉ）に換算した。一方，保毒虫率(.P)と伝播株率

(At)の実測値を(I)式に代入し，更に先に述べた理由

でα=1,L=10として，それぞれのほ場で株当たり侵

竃
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Ill要防除密度の設定

要防除密度の設定は害虫密度の変動予測のモデルと密

度と被害の量的関係，更に被害許容レベルが決められれ

ば可能である。しかしながらもう一つ重要なことは，実

際に防除の要否を決定し，それに従って防除を行うのは

現場の問題であるから，設定された要防除密度は少なく

とも地区発生予察員が観測可能な方法によるものでなけ

ればならない。例えばハスモンヨトウの例のように，フ

ェロモントラップに誘引された成虫数(Nakasujiand

Kiritani,1976)やニカメイガ第1世代幼虫による葉

しよう変色茎（小山,1975)などで決められるのが好ま

しい。ツマグロヨコパイの場合は，捕虫網によるすくい

取り調査か，本田初期の払い落とし法などの虫数で決め

られるのが好ましい。

KiritaniandNakasuji(1977)は全国的に最も一般

的な作期である普通期イネを対象として以下のような簡

易な要防除密度の設定を試みた。まず水Hiに侵入する第

1世代ツマグロヨコバイ成虫密度（株当たりⅣ4頭）と

萎縮病伝播株率{Aj)との間に理論的に次のような式が

成り立つとした。

AT＝l-exp(－αⅣaLP)(1)

ただし，αはl保毒虫の伝播株数,Lは侵入成虫の平

０４

２０

０

伝
播
株
率
（
％
）
（
息
ｇ
己

0 ． 5 1 0 1 0 0

10回すくい取り当たり個体数(Nfal)

いろいろな保毒虫率(P)のレベルにおける休閑田10
回すくい取り当たりツマグロヨコパイ老令幼虫．成

虫数と萎縮病伝播株率の関係

T.I.L.は被害許容限界を示す．

(KiritaniandNakasuji,1977)
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萎縮病による減収を許容限界以下に抑えるためのシマグロョコバイ第1世代の要防除密度
(KiritaniandNakasuji,1977)

保毒虫率100P,)のレベル

入成虫数(Xa)を推定した。この推定値と苗代のすくい

取り虫数を休閑田でのすくい取り虫数（崎α/)に換算し

た値を対応させると

jV/‘J＝0.046ⅣA＋0.209(r2＝0.992）（3）

が得られた。このような煩雑な計算をしたのは，異なっ

た時に行われた二つの調査で得られた値を対応させて用

いざるを得なかったからで，要するに(3)式が得たかっ

たにすぎない。（3）式によって5月末の休閑Ⅲ10回す

くい取り虫数(〃/‘/）と，保毒虫率(P)が得られれば，

(3)式にjVfnIを代入しﾉVAを求め,(1)式にⅣAと

Rそれにα=1,L=10を入れると伝播株率(At)が

得られる。

杉野(1975)は静岡県で得られた米の収量の平均値に

対する95％信頼限界（平均収量の3.5％）を求めこれ

を減収の許容レベルと考え，これに対応する萎縮病の発

病株率{Ar)は15%になるとした。これを減収の闇値

と考えて，いろいろな保毒虫レベル下での休閑ﾛ110回

すくい取り虫数で示した要防除密度を求めると，前ペー

ジの図及び上表のようになる。なお，同表には参考のた

めに本田株当たり侵入成虫数（ﾉ^)とこれらの寿命を

10日とし侵入期間を30日と考えた時に実際水田で観察

できる株当たり成虫数{Nol,s)を併せて示した。もちろ

ん後者はその時点で既に伝播が起こっているため，要防

除密度には使えない。

お わりに

ツマグロヨコパイの要防除密度設定の一例を示した

が,これはあくまで萎縮病が問題になる西日本の場合で，

吸汁被害が生じる東日本では使えない。東日本ではまず

12357%

ツマグロヨコパイの個体数変動の実態を明らかにし，そ

のモデル化がなされる必要がある。それとともにツマグ

ロヨコパイ密度と被害の関係をもう少し厳密に調べる必

要があるだろう。なお，作物の被害の研究ではカリフォ

ルニアのワタで行われているような植物の光合成や代謝

まで組み込んだ生物生産モデルを基礎に，害虫の被害を

予測しようとする新しい試み(Wangら,1977;Gutie-

RREzら,1977)なども今後参考にしていく必要があると

思われる。また，被害に関する優れた総説にはイギリス

のBardnerandFletcher(1974)やJudenko(1972),理

論的研究にはオランダのJustesenandTammes(1960),

Tammes(1961),Seinhorst(1965)などの研究がある。

主な引用文献

Bardner,R.andK.E.Fletcher(1974):Bull.ent.
Res.64:141～160.

GuiTIERREZ,A.P・etal.(1977):Can.Ent.109:1375
~1386.

Hokyo,N.(1976):Rev.PlantProtec.Res.8:1～13．

Judenko,E.(1972):PANS8:186～191．

Justesen,S.H.andP.M.L.Tammes(1960):T.PI-
ziekten66:281～287.

桐谷圭治細(1978):幾林省農水会議研究成果104:

157pp.

（本文中の＊印の文献はすべてこれに要約されている）
Kiritani,K.andF.Nakasuji(1977):Appl.Ent.

Zool．12:118～123．

Seinhorst,J.W.(1965):Nematologica11:137～154.

Stern,V.M.(1973):Ann・Rev.Ent.18:259～280.

Tammes,P.M.L.(1961):T.Pl.-ziekten67:281~
287．

Wang,Y・A.etal.(1977):Can.Ent.109:1359~
1374.
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イネドロオイムシの要防除密度
えむらかずおこじま

新潟県農業試験場江村一雄・小嶋
あきお

昭雄

イネドロオイムシ(イネクビボソハムシ)は，北海道，

東北，北陸地方などではイネの生育初期の食葉性害虫と

して古くから重要視されていた。1960年ごろから発生量

が減少していたが,1970年ごろから再び増加し始め，簸

近は関東や近畿などこれまで発生が少なかった地域でも

問題害虫となってきている（岩田,1975)。この害虫の防

除は殺虫剤を使用すれば容易であるが，これ以外に実用

的な防除手段がないこともあって殺虫向uが過剰に使用さ

れたり，逆に被害を軽くみて，加害を放置しているもの

も見受けられる。

害虫の防除を経済行為と考えてその要否を求める場合

の条件として,一つには有効な防除手段が確立しており，

一方では発生密度や被害の量的な変動を予mできる技術

が必要である。イネドロオイムシの場合は前述のように

防除法は確立しているので，個体群密度と被害の邑的変

動を予測する方法を確立すれば，発生量に応じた殺虫31!

の使用が可能となる。こういった考え方で筆者らが1973

年から新潟県で行ってきた本種の要防除密度の研究の現

況を紹介する。

なお，要防除密度とは「被害許容密度に達することが

予測され，事前に何らかの'防除手段を誰ずる必要のある

害虫密度」（巌．桐谷,1973)であり，これには農業生産

物の経済的価値も含めて考えられている。本稿では収量

低下を起こす害虫密度に焦点をおき，経済的価値への検

討は割愛した。殺虫剤による防除要否の判断は，単純に

防除経費だけでは論じられない側面をもつと考えられる

からである。

I被害の評価

イネドロオイムシは加害期がイネの栄養生長期で，本

田初期害虫とi:平ばれる。また，その被害は，加害部が葉

身であることから，収量への影響には多くの要因が介在

する可能性が多く，変動が大きくて評価しにくいものと

概念的に捕らえられていた。本種の被害評価の研究は意

外に少なく，特にほ場試験で寄生数と減収量の経過を調

べた研究は最近までほとんどなかった。

第II叉|は新潟県における最近のイネの栽培時期とイネ

ドロオイムシの発生及び加害消長との関係の模式図であ

る。イネの栽培の最近の特徴として，移植期と収穫期の

早期化があげられ，いずれも1960年代に比べて10日

以上早くなっている。このため，従来イネの生育初期害

虫として扱われてきたイネドロオイムシの加害期間が，

イネの生育中期まで続くことになった。その結果，幼虫

による加害が終わる6月下旬にはイネは最高分けつ期か

ら幼穂形成期に入っており，加害の影響が生殖生長に直

接的に結びつきやすい栽培型になってきたといえる。

イネドロオイムシに加害されたイネは葉を食われ，ひ

どい場合は枯死に近い症状になる。しかし，加害によっ

て枯死することはまれであり，加害が終わってからの新

葉の抽出によって被害は回復したようにみえる。栄養生

9防除適期(”液剤）
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第1図イネドロオイムシの発生滴長とイネの生育・加『'子・防除時期の関係（新潟県における棋式図）
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は被害葉率と減収率との関係を示したものである。まず

加害最盛期における3令以上の株当たり幼虫数w.と
A

減収率(Y)の問には,Y=-22.24+26.07logZ(r2=

0.872）の一次回帰式が得られた。また，同じ時期の被

害莱率と減収率の間にはr2=0.773の関係があった。こ

の値は3年間の実験値をコミにして扱っているので，そ

れぞれの年次によって異なった収量変動要因，例えば加

害終了後のイネの被害補償作用など，を含んだものであ

る。それにもかかわらず，幼虫寄生数や被害葉率とイネ

の収量との間に高い相関を得たことは，前述のように最

近のイネの栽培法では加害の影響が収種期までの間に年

次によって大きく変わることはないことを示している。

したがって,本種はイネの生育初期害虫として扱うより，

初・中期害虫と考えるほうがよく，加害後にイネの補償

作用が働く場面は従来推測されていたほど大きくないと

思われた。なお，ここでは減収を起こす要因の詳細につ

いては省略するが，筆者らの研究では加害によって既け

つ分けつが枯死して茎数が少なくなり，これが直接穂数

の抑制となって減収が起こると推定した。これまで減収

要因としてあげられていた登熟や穂重の低下もありうる

が，これらは常に働く要因ではなさそうである。

以上の減収予測式から，幼虫加害によって減収が起こ

る臨界値を求めると，加審最盛期の幼虫数（3令以上）

が株当たり約7頭となった。したがって，この値が3令

以上の幼虫数を指標とした被害(減収)許容密度となる。

ただし，これを実際の防除に活用するためには予鯛1]値と

実測値の間に変動があるので，一定の危険度を取り入れ

長期に加害する害虫の被害が軽くみられるのはこのため

である。しかし，多発生時には明らかにイネの生育を阻

害し，収量が低下する。例えば1971年に新潟県下でイ

ネドロオイムシが約120haに集団多発生したが，この時

には幼虫の株当たり寄生数が70～80頭で，推定減収率

が30％を越えるぼ場がたくさんあり，最高は36％で

あった（江村ほか,1972)。ただ，これは極端な多発生の

例で，加害による影響を過大祝し過ぎても意味がない。

そこで，幼虫寄生数とイネの生育への影響及び減収量

の一般的関係を求めるため,1972～74年にほ場試験を行

った(小嶋・江村,投稿中)。この試験は，新潟県のほぼ

中央部の丘陵沿いにある本種の常習多発生地（刈羽郡西

山町）で3年間同じほ場を使用し，新潟県で栽培の多い

早生品種を代表する越路早生を供試した。移植法は成苗

を5月20日ごろ植え，その他の栽培管理は農家の慣行

に従った。イネドロオイムシの幼虫寄生数は人為的に調

節し，株当たり寄生数を段階的に変えた区を作り，無寄

生区と比較して加害によるイネの損傷の経過と収量の関

係を求めた。

イネドロオイムシの幼虫は4令を経過して踊になる

が，摂食量は3令以降急に多くなり（斉藤,1974),か

つ,1令期ごろは環境条件による死亡率の変動が大きい

(江村・小嶋，投稿中)。また，幼虫の加害による減収程

度を知る指標として，減収率との相関が高い幼虫加害最

盛期における3令以上の幼虫数，または同じ時1Ulの被害

葉率を採用することが適当と考えられた。

第2図a,bは加害最盛期の株当たり幼虫寄生数また

口
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第2図a加害最盛期の3．4令幼虫数と減収率b加害最盛期の被害葉率と減収率
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る必要がある。そこで，仮に第1図の回帰直線について

信頼限界95％の幅を求めると，その両側にある曲線と

なる。この下限が減収率ゼロを切る3令以上の幼虫数

は，株当たり約3．5頭と読み取れた。同じ考え方から，

加害最盛期の被害葉率と減収率の関係による減収臨界値

は被害葉率約50％，95％信頼限界の下限による|臨界値

は約20％となった。なお，実験式では寄生数が減少す

ると増収することになるが，実際には寄生数が少ない場

合の収量は0％付近に分布すると考えられるので，図'h

の回帰線は減収率0を切ったところまでとした。

以上の検討は，特定な実験ほ場での結果であるので，

得られた実験式の普遍性をみるため,1975～77年に新潟

県下の延べ9か所で，成苗移植fflの自然発生状態下で幼

虫加害と減収の関係を調査して適合性を検討した。その

結果は第1図●印のようで，少なくとも新潟県下では筆

者らが求めた減収予測式は成苗植え栽培では，地域,mi

種，栽培条件などによるはずれは少なく，一般に適用し

うると判定した。

なお，高山(1977)は群馬県の手植え栽止,＃iで，被害葉

率50％では減収率10%であるが，被害葉率40%以下

では減収率との相関が得られなかったと報告している。

成虫
一1

生
存
率
（
％
）

『
、
一
一

＝－蓉一も一

0

a死亡が少なかった例

b9例の平均

c死亡が多かった例

弗31劃新潟地方におけるイネドロオイムシの水田での

生存曲線(1975～76

33度については幼虫Ⅲ|の日ptlの平均気温は20～25C程

度で発育適温（庄司,1972)付近にあるので，死亡に与

える影響は小さいと考えた。幼虫期の生物的死亡要因と

しては，この時13!の水|Ⅱ内の捕食者はキバラコモリグモ

以外はほとんど皆無で，このクモの密度も低く，室内実

験ではイネドロオイムシ幼虫を捕食はするが量は少ない

ので，主な死亡要因にはなり得ないと推定した。営繭期

以降の死亡率は寄生蜂に大きく依存していると思われ，

井上．奥山(1975)と一致したが，まだ調査が十分でな

い。

以上のように，本種は幼虫期の死亡が最も大きく，そ

の主な要因は気象条件(特に湿度）と考えられた。ただ，

このことから被害許容密度を予測するために3令幼虫へ

の到達率を気象予服から求めることは，現在は困雌であ

る。そこで，筆者らは要防除密度の指標として，幾つか

の生存曲線から得られる3令幼虫への到達率の平均値と

か，変動の|ﾉ1容を吟味して利用することを考えた。

H水田での生存曲線

害虫の要防除密度を求める場合，その害虫の増殖過程

と死亡要因を量的に知っておく必要がある。筆者らが新

潟県でイネドロオイムシについて，前述した減収率の指

標とした卵から3令幼虫への到達率を重点にして生存率

を調査した結果は次のとおりであった（江村・小'|嶋，投

稿巾)。方法は県下3地点の延べ9か所の水田で，ある

時期に産まれた卵を起点として生存曲線を求め，死亡要

因を室内実験を袖足しながら推定した。

得られた生存曲線の代表例は節3Ⅸ|のようで，そのlWi

斜は年次，場所，産卵時期などで変動したが，卵に対す

る3令幼虫到達率は30．7（ほ場間レンジ8.7～64.9)％

であった。その他の主要時期までの生存率は,1令初期

93.9(86.8～98.9)％，営繭期15.2(4.9～29.3)%で，

新成虫には10.2(2.3～19.8)%が羽化した。いずれも

1,2令期の死亡が多く，かつ，変動が大きかった。ま

た，これらの平均値は，井上．奥山(1975)による北海

道上川地方での調査結果と似た1噸向であった。

死亡要因は，卯期では寄生蜂が主であると考えられた

が，死亡率は低かった。幼虫期の死亡率は高く，試験に

よる変動が大きかったが，主な死亡要因は気象，特に低

湿度条件と推定され,この影響は若令期ほど大きかった。

幼虫期の発育に適した湿度は90%R.H.前後であった。

m要防除密度の試算

イネドロオイムシに対する粉剤または液剤の散布適期

は，幼虫ふ化最盛期である。要防除密度はこの時期に判

定すればよいが，実際にはこの時期にはふ化直後の幼虫

と未ふ化卵が混在するので密度調査がやっかいである。

また，防除の準怖に必要な期間も考えて，防除適期より

4～5日前の産卵最盛期の卵数を指標として要防除密度

を求めると応用上便利である。そこで，前記した幼虫数

による被害予測式の95％信頼限界の下限での減収臨界

－17－



324 植物防疫第32巻第8号(1978年）

値と，卵から3令幼虫への到達率の関係から，産卵最盛

期における株当たり産卵数を指標とした要防除密度を試

算すると下表の値が得られた。

定基準をあげて実用に移しながら仕事を進めている。

1V実用化への問題点

筆者らが行ってきたイネドロオイムシの要防除密度を

求める研究の現在までの概要は以上のとおりである。ま

だ検討未了な点もあり，特に応用上の精度をどこに定め

るかが重要であろう。実用に移しながら検討を加えて完

成したいと考えている。

木報では成苗移植を対象としたが，稚苗移植では株当

たり幼虫寄生数が同じでも加害の影蒋が幾らか大きくで

る傾向があり（筆者ら，未発表）この取り扱いの検討が

必要である。また，本mで述べた要防除密度は地域によ

って異なると思われるので，それぞれの地域で発生密度

や被害の変動を調査して具体的な数値を得ることが必要

である。ただし，作業の能率化を考えれば，例えば加害

最磯期における3令以上の株当たり幼虫数と減収率の関

係と卵に対する幼虫の3令初期までの生存率などを調査

することで，要防除密度推定に必要な情報を入手できる

と思われる。

更に，現実の防除実態を考慮し過ぎて要防除密度を低

く設定し過ぎることは，｜坊除，|器励の意味しかもたなくな

る。最後に，この害虫の発生量の予測は幼虫期の主な死

亡要因が湿度にあると思われるので，現在の気象予想デ

ータでは困難である。ただ，成虫数から幼虫数を推定す

ることは求められつつあるので，越冬後の成虫密度を把

握できれば，有力な情ffiとなる。滋賀県農業試験場では

越冬成虫の密度調査法について精力的な調査が進められ

ており，筆者らも調査を行っている（いずれも未発表)。

本種の発生量の予察手段として今後の成果を期待した

い◎

イネドロオイムシ要防除密度の試算値

’根拠 要防除密度

｜’被害許容密度＊生存曲線から得た
（株当たり）3令幼虫到達率

産卵最盛期の産卵数

（株当たり）

(5.3)粒
11．4

(42.2）

弓

A

＊被害予測式（節2図a)y=oのX値
（95％信頼限界の下限）

Lb

この結果では，産卵数で求めた要防除密度は株当たり

平均11.4粒であった。また，上限は5.3粒，下限は

42.2粒で両者に約8倍の差があった。これは，本種の

ように幼虫初期死亡率が気象条件で大きく変動する害虫

では当然起こりうる現象である｡応川上少し気になるが，

とりあえず幅をつけて利用し，今後は3令幼虫に達する

までの上限と下限値の出現城度や被害許容密度の予測式

からの信頼限界の精度の検討などによって，数値のmを

できるだけ小さくする必要があろう。少なくとも，ここ

までの段階で防除前の産卵数が株当たり約5粒以下I

卵塊は10粒前後なので，およそ2株にl卵塊）の発生

量では防除の必要はないという水準は明らかにできた。

なお，要防除密度の予測時期はできるだけ早いほう

がよい。例えば成虫の水田侵入最盛期（防除の約1013

前）に成虫数で予訓ilすることができれば利用しやすくな

る。成虫の産卵数はl雌平均200粒程度と見込まれる

(筆者ら,未発表）ので，ほ場での性l上を1対1として上

表から逆算すれば，成虫数が株当たり0．05頭程度のと

きは少なくとも防除は必要としないという値が得られ

る。これらの最終的な検討は未了であるが，新潟県では

1977年から病害虫防除指針に本種の防除のめやすとし

て「越冬成虫の本田侵入最盛川（5ﾉ1下旬）の成虫数が，

10株当たり0．5頭以下のときは|坊除不要,3頭以上の

ときは必ず防除する。なお,幼虫力|雌:最盛Hi]に幼虫数3

令以上）が株当たり3頭以下，または被害葉率が20％

以下で終わるときは減収しないと考えてよい」という哲
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イネを加害するカメムシ類の要防除密度

しみず

千葉県農業試験場清水
きいちまる

喜一・丸
さとし
＝

朗Ij

はじめに

斑点米が全国的な問題となってから既に8年が経過

し，斑点米及びこれが問題となった背景については言い

尽くされた感がある。1974年からは農林省の事業として

カメムシ類の発生予察方法の確立に関する特殊調査が開

始された。全国8県がこれに当たり，現在調査研究pで

ある。カメムシ類の生理，生態については比較的多くの

知見が得られているが，発生量（被害量）の予測方法に

ついては研究開始当初幾つかの考え方が示されたにもか

かわらず予察方法の完成はまだ見ていない。問題の大き

さ，経過年数から見てそれぞれのカメムシに対して要防

除密度が決定されて当然なのであろうが，現実には幾つ

かの試みがあるだけである。これは研究者の怠慢ではな

く，専ら以下の原因によるものであろう。すなわち，第

1に成虫の生存期間，産卵期間が長く世代間の重なりが

あり，時期により産卵数が異なること，第2に水稲の登

m^である8月中・下旬に休眠に入る種が多く，非休眠

虫と混生する場合があること，そして第3にカメムシ類

が水田へ侵入するのは出穂後であり，増殖場所が水田外

であることが多いなどが考えられる。このように同種で

あっても，水稲の作型，地域によって水田内の増殖率す

ら変化するのである。

水稲を加害するカメムシ類の要防除密度を考える場

合，特に注意すべきことは,1,000粒中に8粒あれば政

府買上げの対象外となってしまうという着色米の検査規

格である。すなわち，カメムシによる減収量は無被害区

との差という形ではなく，斑点米発生率という絶対値で

表され,減収金額も政府買上げ13;格の等級間格差となり，

防除費用との比較検討が容易である。着色粒検査規格の

是非はさておいて，このことはカメムシの場合，他の害

虫と比べて要防除密度を分かりやすくするという利点は

ある。

ここでは主として筆者らの試みた方法と本誌に報告さ

れている中筋(1973)の試みについて話を進めたい。本

稿には特殊調査事業などの千葉県の未発表データを多く

用いてあるが，主たるものについてだけ研究年度を記し

た。

I要防除密度を決定するための幾つかの考え方

斑点米の原因となるカメムシ類の要防除密度は食渦庁

の検査規格（第1表）によって決まる。53年度に着色粒

混入率の検査規格が改正された。しかし，今まで出荷率

の低かった1,2等米を無くし,3等米を含めたものを

新I等としただけで規格の厳しさに変化はない。恐らく

新等級でも2，3等間の価格差は大きくなるであろう。

いつ，何頭のカメムシが発生すれば1,000粒中に3粒以

上の斑点米が発生するのかを知らなければならないので

ある。

鋪l表着色米許容基準

等級 1 23

規格外

(旧等級)(123)(4)(5)

許容基準(%)0.10.30.80.8以上

水稲の出穂前に防除要否を決定するためには，①越冬

量，②雑草地などの発牛量③指標植物などへの飛来量，

からの予察が考えられる。また，出穂後における直前予

察では，④水田飛来期の成虫量,⑤飛来後の早期発とk量，

からの方法が考えられる。また，予察とはならないが登

熟期間中のカメムシ類の発生量と斑点米発生率の関係も

求めておかなければならない。しかし，これらの方法は

①～⑤のうちの一つと,M－ぼ場の斑点米発生率を多く

の無防除ほ場について調査してからでなければ検討する

ことができない。また，その予察方法を使用に耐えるも

のにするには年度，地域による変動についても知らなけ

ればならない。中筋(1973)はこれらのデータのない所

でカメムシ瀬の斑点米産出能力から要防除密度を決定す

る試みをした。②～⑤については何例かの試みがある。

しかし，年次変動が大きかったり，点のばらつきがあっ

たりで可能性はあるもののY=0.3%で要防除密度に言

及できるものはない。指標植物としてのイタリアンライ

グラスの有川性については｢|'筋ら(1974)の指摘がある。

宮|崎県(1976～78においても各種の飛来植物を調査し

た結果，イタリアンライグラスには飛来量も多く，水田

飛来量との祁関係数も高かった。ポットに植えたイタリ

アンライグラス，水稲でも同様の結果であり，今後この

ような植物，また，その抽出物などによる地域的な予察

－1 9－



326 植物防疫第32巻第8号(1978年）

方法の完成が期待される。 全期間中の延べ加害虫量もカメムシの種類，成・幼虫に

よってその比率を変えたときにはr=0.924となり点の

ばらつきも小さくなった（第2図’1975)。
n重回帰式による検討

1974年に特殊調査が開始され,我々は水田|ﾉ1での発生

経過を知ろうと出穂直前から刈り取りまで79筆の水出

で4日ごとのすくい取り調査を行った。千葉県の水稲は

7月20日ごろ（ホウネンワセ，ハヤヒカリ）から出穂

が始まり，8月5日ごろ（トドロキワセ，トヨニシキ，

コシヒカリ）まで連続している。この時期に90％以上

の水田で出穂が終わり，収穫は8月201］ごろから9月

15日ごろまでである。本県のカメムシ類としてはクモ

ヘリカメムシ，ホソハリカメムシが優占種としてあげら

れ，他の種類は少ない。両種の発生消長は秘揃川に越冬

成虫の飛来が見られ，その10～15日後（乳熟後側i)に

幼虫のピークが現れるのが一般的なパターンであり，両

種で大差はない。しかし，第1世代成虫が発生するため

と思われるが，8月15日以後に出穂するほ場ではこの

関係が明瞭でなくなる。糊熟期を中心とした幼虫の発生

量と斑点米発生率の間には正の相関が期待される。そこ

で幼虫のピークとなった8月12日のすくい取り幼虫数，

全期間の総虫量，収穫前4回の総すくい取り虫数と斑点

米発生率との関係を検討した。相関係数rはそれぞれ

0.635》0.652,0.701であったが1,000粒中の8粒を問

題とするには点のばらつきが大きく収樫間|嫌になっても

防除要否の判断がつかないような結果であった(1974)。

しかし，クモヘリカメムシ主体水田におけるクモヘリカ

メムシ延べ幼虫数と斑点米発生率との間にはr=0.913

という高い相関係数が得られた（輔l図,1975)。また，

●○
白

１

斑
点
米
発
生
率
（
％
）

●

Y＝0.0000677X＋0．0510

r＝0．924。
●
班

や
辺

’ I
0

0 1 0 , 0 0 0 2 0 , 0 0 0 3 0 , 0 0 0

クモヘリカメムシとホソハリカメムシの延べ加害虫量

（延べ加害虫且＝クモヘリ成虫数×1+ホソハリ成虫数

xIOh-クモヘリ幼虫数×10+ホソハリ幼虫数×10)

卵2図地区平均値を用いたカメムシ類の延べ加害虫量

(X)と斑点米発生率(Y)

本県の防除はその是非はともかく，ヘリコプタによる

空中ik布などの共同防除が主体となっている。8月20日

ごろから刈り取りが始まるため遅くとも8月上旬には防

除をしなければならない。それでも収穫前の使用規制が

14日までの殺虫剤しか使用できない。そこで防除要否の

判断の最低期限である穂揃期のすくい取り成虫数と斑点

米発生率との関係を知るべく1976,77年にl地区10筆

を基準として56地区について調査を実施した。

調査はすくい取り(1筆につき20回振りすくい取り，

3回の繰り返し)，みとり(1筆につき畦畔から3分間

のみとり，数回の繰り返し)，斑点米発生率(収穫期にl

筆当たり200本の穂を抜き取り，脱殻調整後5,000粒の

鞘玄米を調査）について行った。成虫数の単純な加算値

では予測値と観測値の相関が低かったので重回帰の手法

を用いた。その結果，ホソハリカメムシ，シラホシカメ

ムシ類の係数が負となったが,1%以下の斑点米発生率

の場合も予測可能であることが分かった(第3図,1976)。

出穂Ill花期の水田でのすくい取りに対･する抵抗感，調査

労力を考えるとみとり方法は良い調査法である。そこで

みとり調査（対象はクモヘリカメムシとホソハリカメム

シ成虫）結果について同様な検討をしたところホソハリ

カメムシの係数も正となり好結果を得た(第4図,1976)。

しかし，すくい取り時期，加害期間などの因子も斑点

米発生率に関与していると考えられ，更にホソハリカメ

ムシの係数が負となることからカメムシ類の種間関係の

存在も否定できなかった。そこでこれらを加えた15因

2
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Y＝().000894X十0．136

r＝0．913

●
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●

－
１ ’ I Iロ

05001，0001，5002，000

クモヘリカメムシ延べ幼虫数(頭，日）

鈍’図クモヘリカメムシ主体水田におけるクモヘリ

カメムシ延べ幼虫数(X)と斑点米発生率(Y)
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ハリカメムシに比べクモヘリカメムシの影響が大きく，

両極の間になんらかの種間関係のあることが示された。

また，すくい取り訓査時期（穂揃期）の早いもの，加害

IWllSl(出穂から刈り取りまで）の長いもので,斑点米が

多くなる。クモヘリカメムシ，シラホシカメムシの虫数

と調査時jUlの間にも交互作用が認められ，クモヘリカメ

ムシは早期の出穂で，シラホシカメムシでは後期の出穂

で斑点米発生率が高くなることも分かった。これら良く

取り込まれる8変数(Xi=クモヘリカメムシ成虫数,

*2=ホソハリカメムシ成虫数,X3=シラホシカメムシ

類成虫数,X4=調査時期（起算日は7月’日),x,=加

害期間,Xe=クモヘリカメムシ成虫数と調査時期の交

互作川,x,=シラホシカメムシ類成虫数と調査時期の

交互作用,x.=クモヘリカメムシ成虫数とホソハリカ

メムシ成虫数の交互作用）を用いた重回帰式を作成し

た。重相関係数は変数を選択させたものより若干低かっ

たが，観測値とは良く適合していた（第5m,1977)。し

かし，この式から簡単に要防除密度を求めることはでき

ない｡
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-0.000262X8+0.572,R2=0.910

節5図地区平均|直を用いた8因子重回帰式による

推定値の適合性

みとり調査結果についても同様に』R回帰式を求めたと

ころ,すくい取り調査法と大差のない結果を得た。また，

斑点米数，すくい取り虫数の対数への変数交換を行った

ところ良い結果を得ており，今後併せて検討していきた
り,

V1o

0 0．5 1．0 1．5

みとりによる斑点米発生率(％)の推定値(Y,)

Y,=0.586Xi+0.0008X̂+0．308,R2=0.702

Y2=0.029Xi-0.0187X̂+0．365,R2=0.697

億鰯ｽﾘ溌麓職§）
第4図地区平均値を用いたみとりとすくい取りによる

推定値の関係

子について電子計算機を川いて亜|回|州分析を行った。｜|血｜

個のぼ場値及び地区ごとの平均値を用いて年度別に計算

したところ，取り込まれる変数の数，係数は若干異なり

その正負符号は第2表のようになった。この結果，ホソ
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鮒2表重回帰式＊に]反り込まれた変数の係数正負符号

、農
、、検討対象

個々のほ場値 地区ごとの平均値

’
斑点米3％以下
の調査結果 ’斑点米3％以下

の調査結果
全調査結果 全調査結果

7476

＊＊

75767777

74

イ
77

7476

75767777

洲
、
く
刀

イリ:””灘|；:””獄
、

変数名

、

＋｜≠≠x,クモヘリカメムシ成+++++3-++++虫数

X2ホソハリカメムシ成
虫数

Xsシラホシカメムシ類’
＋

成虫数一r
x.クモヘリカメムシ幼

十十十十
虫数

Xsホソハリカメムシ幼
虫数

x,-,すくい取り 調 査 時 期 一 一 一 一 十 一一
x,加害期間++++
Xsクモヘリ成．幼虫の

＋‐＋‐＋＋－－－
交互作用**＊

x,ホソハリ成.幼虫の
交互作用

X10クモヘリ成虫と時期
十一＋－

の交互作用

‐
十

‐
〒

’
十

’
千

＋

＋

＋
十

●
③

＋

＋一

j

＋
一

E

＋＋

＋

X,,ホソハリ成虫と時期
の交互作用

Xjjシラホシ成虫と時期
の交互作用

x,.クモヘリ幼虫と時期
の交互作用

X14ホソハリ幼虫と時期
の交互作用

xクモヘリ成虫とホソ
ハリ成虫の交互作用

十十十

｜’
｜’＋

調査点数。402241113353754021475289329 13241438511323103346

残さ’6471821331236183330294930393449532719

6386687272633351353566949792916678-5065TV(%)

＊すくい取り調査結果を真数で扱い，変数選択は増減法(F=2.0)によって重回帰式を作製した．
＊＊（例)1976年の全調査結果を用い，個々のほ場値で重回帰式を作製すると

その式はY=aXi-bXe+cX8-dXio+e(R2=0.86)となる．

**＊交互作用の計算はX8=(X,)(X4)は(X,-X,)(X4-X4)として行った． ふ

1976)。ミナミアオカメムシの斑点米産出能力は各熟期
、中筋の方法とその応用

の最高の|直を，増加率はイネの作型によって異なったの

先にも触れたとおり中筋(1973)は乳熟リリ|のカメムシで早川イネ0.62,普通期イネ4.09を用いた。また，す
類すくい取り虫数（斑点米産出能力の比によってミナミくい取り効率は0．25（50回振りで33m*)としている。
アオカメムシ密度に換算した)，カメムシ類の熟期別斑点千葉県におけるすくい取り効率も0.20～0.25（片道60

米産出能力，乳熟期から糊．茂熟期への増加率を求め，回振りで157.5m=)という結果を得ている（遠藤ら，
すくい取り面祇当たりの総斑点米発生数を算出した。す1977)。面祇には約5倍の差があり,33m2をOil回振り

くい取り効率を50％におくと，ミナミアオカメムシ換で行った点に疑問が残る。しかし，この式による予測値

算密度(N)以外の各パラメーターの係数は固定していと観測値は良く一致していた。

るので総斑点米発生数は116.78Nとなった。しかし，この中筋の試みを千葉県の場合に応用してみた。本県

この式による予測値は実際の約1/3の値であったための加害の様相は高知県とは若干異なり，加害の主体は幼

各パラメーターの係数を変え，式の改訂を行った01'筋，虫である。したがって，両種の発生パターンは単純なも

－22－
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点米産出数（第6図,A×B×C)となる。

この結果を求めるとホソハリカメムシでは90．2粒と

なり，クモヘリカメムシではB,Cの値をホソハリカメ

ムシとi"l等として157粒となった。no回振りのすくい

取り面状157.5m2内の総生産粒数は約520万粒である。

60回振りのすくい取りを行って1頭のホソハリカメム

シ成虫が得られれば六×器令×"0-’"…斑
点米が混入すると考えられる。クモヘリカメムシでは同

様に0.015%となる。斑点米混入率を求める式は穂揃期

のすくい取り虫数をホソハリカメムシ：x,，クモヘリカ
ハ

メムシ:X2とするとY=0.009X,+0.015X2となる。

この式を用いて,1974～77年に調査した51地区の斑点

米混入率を予測したところ，実測値Yとの回帰式は

Y=0.826Y-2.68(r=0.919)となった。斑点米混入率

の高い地区では良く一致していたが，斑点米混入率1%

以下の部分での適合性は低かった。その最大の原因は増

加率の変動係数勘(CV)が高いためと考えられる。しか

し，クモヘリカメムシの係数の値0.015は中沢ら(1972)

とi"lじ値であり，中筋(1976)の早期イネの値とも近似

であった。重回帰式のクモヘリカメムシの係数も0.02％

前後(1977)の値が得られている。求めた方法はいずれ

も異なっており，混入率1%以内での過合性の悪さはあ

るが妥当な値と考えられる。比較的良く斑点米を発生さ

せるカメムシ類の成虫1頭が穂揃～乳熟期に飛来すると

0.01～0.02%の斑点米が発生すると言える。これによる

要防除密度は許容混入率を0.3％とすると,60回振り

すくい取りで15～30頭である。

のとなる。そこで穂揃期（成虫の飛来ピーク）から乳熟

後期（幼虫のピーク）への増加率，乳熟後期から刈り取

り期への増加率を求め熟期別の加害幼虫量を算ffiした。

すくい取り効率は成虫0．2，幼虫0.05(1974,75年）

として42筆の無防除ほ場の調査結果からその平均値を

求めた。穂揃期から乳熟後期への増加率はクモヘリカメ

ムシで10.81倍(CV90%),ホソハリカメムシで5.02

倍(CV127%,)であった。乳熟後期から刈り取り剛へ

の増加率はクモヘリカメムシで0．35倍(CV109%),

ホソハリカメムシで0．46倍(CV86%)であった。ま

た，両種の発生パターンがほぼ一定であるので穂揃期を

産卵期として各熟期の主要令期も予測できる。これらか

ら推定したほ場内における密度推移は第erxi-Aのよう

になる。ホソハリカメムシ成虫の1日1頭当たりの斑点

米産出能力は熟期によって変動する(第6|X1-B,1970)。

しかし,令期別の斑点米産出能力については未詳である。

斑点米産出能力と吸汁回数が並行するとは限らないが，

ホソハリカメムシ各令期の1日1頭当たりの吸汁回数

(1975)の比（成虫をlとする）を令jﾘl別の産出能力とし

た（第6図-c)。この令期別産出能力と熟期ごとの斑

点米産出能力との積が幼虫の令期を加味した斑点米産出

能力（第6K1,B×C)であり，これに各時期の虫数を

乗じたものの合計値が穂揃期の飛来成虫1頭当たりの斑

町

5
哩冬成虫

の飛来

↓

ホソノ、リカメムシ

幼虫の密度推移
（A）

１
０
２
１

ホソハリカメムシ

成虫の熟期別
1日1頭当たり斑
点米産出能力の推移

（B）

IV今後の問題

、

4'筋(1973)が指摘したとおり，現在最も必要なこと

は残留毒性の観点から出穂後の不必要な防除を省くこと

である。斑点米の原因となるカメムシ類に対しても一応

の要防除密度を算ffiすることができた。本稿では数値を

あげることはできなかったが，空'|'散布後の調査結果か

ら乳熟期に1回防除をすれば斑点米発生率は1/2～1/3

になることが分かっている(1975～77)。本年度からの政

府貿付!l'i:賂の等級間格差がどの程度になるか不明である

が1,2等間でも10a当たりの差額は防除費（空中散布

の場合薬商||によって異なるが600～1,200円/10a)より

も高くなるであろう。そうすると60回振りすくい取り

で5～10頭がカメムシ弧の要防除密度となる。カメムシ

の発生地域ではほとんどの地点が要防除区となってしま

う。何度も言われてきたことであるが検査規格について

はもう一度考え直したい問題である。

1

令期別

脳鍬拓鑑数0
(C)

0

幼虫の令

1

幼虫の令期を加味
した斑点米産出能1
力の推移

(B×c)o

ロ

５
０
期 u l l 2 1 3 l 4 ’ 5

1．5

幼虫の令期を加味
した斑点米産出能1．0
力の推移

(B×C)0.5

0．0

1．5

ホソハリカメムシ

による斑点米産出1．0
数の推移

（A×B×C)0.5

0．0

出穂期からの日数’

水稲の熟期：

F

0510152025303540
盲
■
一

穂刈

揃｜乳熟期｜糊熟期｜童熟期りI
取
り

出
穂

第6図ホソハリカメムシによる斑点米産出量の

計算方法
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幾らか明るい材料としては多くのカメムシ類が水旧の

畦畔際に多いことが分かったことである。この場合に防

除は畦畔際だけで行えばよく(W,投稿'10,刈り取りを

別にすることができれば斑点米発生率の少ないものを供

出できる。

巾筋(1976)の結果では早川イネと晩川イネでは増殖

率に6．6倍の差があった。このように各地域で水稲の作

型によってカメムシ相やその発生型が異なっている。こ

のため単回帰や，重回帰の手法により，斑点米混入率の

予測式ひいては要防除密度を求めてもその地域，作型の

みにしか適用できない場合も起こると考えられる。各県

それぞれで各作型について要防除密度を求め，その結果

を比較検討しなければならない。また，生命表アプロー

チなどによってカメムシ類の生態がより詳しく分かって

くれば，巾筋の方法の精度を上げることも可能である。

発生情報の伝達，防除準備などから考えた場合にはよ

り早い時期の判断が望まれる。防除要否の決定をどこま

で早くできるかが，当面の問題である。強力な誘引物質

などが第1にあげられるがカメムシ類では未知の分野で

ある。指標植物，雑草地の密度からの予測も手を付けら

れた状態ではあるが飛しよう行動，飛しよう距離につい

てほとんど分かっていない。直前予察の精度を少しずつ

上げていくことも有効ではあろうが，本稿では触れられ

なかったような新しい方向を定めたうえでデータを蓄積

していくことが今後の課題であると考える。

なお，終わりに当たり電子計算機の処理については農

業技術研究所の中村和雄，塩見正術両氏に多大の援助を

受けた。また，本県のカメムシ類の多発地域は安房郡を

中心とした房総半,島の南端部であり，調査結果のほとん

どが|司地区からのものである。南部病害虫防除所の北見

寿昭氏,*村保宏氏をはじめ多くの人たちの協力が必要

であった。これらの方々に紙面を借り厚くお礼を申し上

げる。
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ハ スモ ソヨ トウの要防除密度 2.31

トウの要防除密度ﾉ､スモンヨ

ま つ ざ き

高知り『↓農林技術研究所松崎
ただ

征
み
挙
云

2ハスモンヨトウの寄主選択

ハスモンヨトウ幼虫の摂食選択性については，作物の

極弧や品種，または幼虫の発育ステージによってかなり

の差異が認められており，これが加害様相や被害の程度

に大きな違いを示している。この結果は第1図に示した

とおりである。

作物の中で最も哨好が高いとされているサトイモやキ

ャベツなどでの幼虫の行動は，ふ化した当時はその周辺

に集団を形成して葉の葉緑素の部分を摂食して発育す

る。3令!Ulごろになると順次隣接葉，隣接株に移動分散

して食害するようになる。このころには葉だけでなく柴

脈も食害する。4～5令期になると昼間は地表に降りて

食害を中止するが，夜間再び植物上に上がって葉や茎を

暴食する。これに比べて，やや噌好性が劣ると考えられ

ているナスやピーマンでは，葉上でふ化した幼虫は集団

化せずに数日の問に株内の葉に分散して食害を行うが，

2～3令期になるとかなりの個体が葉のほかに花や雷に

寄生して加害するようになる。その後，4～5令期にな

るとサトイモなどと同じように大半の個体が昼間は地表

に降りて枯葉や土塊・敷草などの下に潜み，夜間再び植

物上に帰って茎菜や花・雷及び果実を食害する。

一方，ウリ類やショウガなどでは，若令期はサトイモ

はじめに

ハスモンヨトウ{Spodo〃γα〃”α）は関東から西日

本までの地域に発生する野菜・牧草の亜要な害虫であ

る。本種は非常に雑食性で多くの植物を加害する。露地

で栽培される作物で被害の著しい作物は，サトイモ・キ

ャベツ・ハクサイ・アスパラガス・サツマイモ．ハス．

ダイズ・ナスなどがあげられるが，施設内では，ナスや

ピーマン・トマトなどの果菜類の被害が著しい。

本種の防除には従来からEPNやメソミル,DEP,y

セフェート，サリチオン剤などが使用されているが，こ

れら薬剤は人畜に対する毒性の高いものが多く，また，

老熟幼虫は薬剤耐性が強く必ずしも十分な防除効果はあ

がっていない現状である。

一方，作物に対する本種の被害解析については，発生

や加害の様相が非常に複雑で，多岐にわたっており，そ

の解析が難しく，また,あまり実験も行われていない関

係で不明な点が多い。そのため，ここでは昭和45～49

年にかけて行われた四国ブロックの共同研究の成果を4

心にして，ハスモンヨトウの生態にも触れながら記して

みたい。

Iハスモンヨトウによる作物の被害

1幼虫による植物の摂食

作物に対するハスモンヨトウの被害は幼虫による摂食

害だけであり，アブラムシや他の害虫にみられるような

間接害（ウイルスの媒介とか毒素による発育阻害など）

はない。幼虫の各令期での摂食量は，岡本．岡田(1968)

によると，ダイズ葉では第1表に示したようにl～2令

期はわずかしか摂食しなく被害としては問題にならない

が，令期が進むに従って急増し，5．6令期になるとl

令期の1,000倍以上，一生に摂食する量の実に96%を

食害するといわれ著しい被害を与えるようになる。

､
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ウ幼虫の寄生部位の時間的変化

鈍’表幼虫の令別食葉量（岡本ら,1968)

項’事 節l令｜第2令｜第3令｜｜第4令｜第5令’’第6令 計

’ ’
各令平均食葉量(m*)
百分比 柵｜僻｜脱 郷｜鵬&’1雑；

155，19

100．00
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4加害の様相と被害

一部前述したように，作物に幼虫が寄生して被害が出

現するか否かは，作物の種類や生育の過程，場所の違い

などいろいろの条件によって差がある。特殊な例として

は，晩夏に播種されたキャベツやニンジン，ハクサイな

どが，それまでに雑草で育った中・老令幼虫によってす

べて食害されて,1夜に全滅することがある。この場合，

作物が小さく摂食量が少ないため，単位面積当たりの幼

虫密度は概して低い。一般的な加奔様祁としては，キャ

ベツやハクサイなどのように茎葉がそのまま商冊,として

取り扱われるものは，食害によって起こる減収よりも，

生鮮食ppとしてのnci質的なiilii値の低下による損失のほう

が比重が高い。

サトイモやサツマイモ，ニンジン，ショウガなどのよ

うに地下部が収稚物となる作物の被害は，地上部の茎菜

が幼虫に食害されて地下部の収穫物の肥大に影響を及ぼ

し減収が起こる。このような場合は一定水準以下の密度

では実害とならないことが多い。

被害の内容が最も複雑な作物は収穫が連続的に長期に

わたって行われる果菜類である。館l図は施設で栽培さ

れているナス・ピーマンの収穫初期に人為的にハスモン

ヨトウの卯塊を接種した後の，昼間の幼虫生息場所を示

したものである。加害部位はサトイモのように茎葉だけ

でなく，収稚物となる花や雷,果実に寄生して食害する。

このため発生する被害は茎葉の食害によって起こる間接

的な減収以外に樹勢の衰弱，着果数の減少，落花，果実

の肥大遅延などの間接的な被害も出る。また，幼果を食

押されて生じる，そうか症状果や中・老令虫によって起

こる傷果（輔3図）などの直接加害が加わる。これらの

被rii;は幼虫が終息してからもしばらくの期間被害として

現れる。

と同じように集団化して摂食を行い加害するが，4令期

以後は全く摂食を行わなくなり，他植物に移動して加害

を停止する。

3幼虫の生存率

前述したようにハスモンヨトウ幼虫の加害は，令期の

若いときには摂食量が極めて少なく被害としてはほとん

ど問題にはならないが，4令期以後の摂食量は著しく増

加し作物に大きな被害を与える。言い換えると被害程度

の多少は老熟幼虫密度によって決まるわけであり，この

老熟幼虫の密度を決定する大きな要因は産卵された卵の

数とそれから生まれてきた幼虫の生存率が大きな比重を

持っている。

ハスモンヨトウの野外におけるイド間の発生消長は，本

種が南方系の昆虫であって休眠をしないため，我が国で

は越冬が困難で極めて死亡率が高い。したがって，ハウ

ス地帯を除いては春期の密度は推測できないくらい低い

が，6月後半からしだいに増加し，夏期から秋期にかけ

て高密度となるパターンを示す。一般に野外でのハスモ

ンヨトウの生存率は，山Ffa.吉岡ら(1972,1973)によ

ると時期によって多少の差はあるが無防除の場合，天敵

(コサラグモ・アシナガバチ・アマガエル・ゴミムシや

ウイルスなど）や雨などにより死亡率が高く，老令まで

残る個体はわずかしか認められない場合が多い。一方，

ビニールなどで野外から隔離された施設内では，冬期に

保温が行われ，天敵の|動きが弱く，ナス，ピーマンでの

ハスモンヨトウ幼虫の生存曲線を示すと第2図のとおり

である。幼虫がふ化分散・定着してからの生存率は極端

な高密度の場合（密度効果，ウイルス病などの影響が高

い）を除けばほとんど変化がなく若令期の密度が低くて

も，かなりの老熟幼虫が生息し被害をこうむることが多

いo

,1

ナ ス
ー

56令

』ピーマン

期
叩
０
０
Ｏ

令
１
皿

被
害
果
率
（
％
）

1000 ピーマン il
456令

、
１
１
Ｍ
り
い
Ｍ
い ’

E 1
蛎
化
ｌ
叩

生
存
率
（
％
）

lOO

lO

一一ー~ー‐、､

竜‐i壷-,-、 E12

L〃＝、
、
爵
化
成
虫
山、〃

I

2月18日1月4日 1 9 日 2 月 4 H 3月6日 21日4月4日5月19日

剛しま秤.－｛’2E1，

0102030405060

図ナス・ピーマン

腰溌引そうか症状果，■■■傷果
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IE～2Eは接穂卵塊密度を示す．

皿被害の解析と被害許容水準・

害虫の作物に対する被害査定を行うには一般に加害す

る害虫の存在密度と作物の収稚量を知らなければならな
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減収が起こるとしている。また，幼虫の令期を4令とし

たのは,5．6令幼虫は昼間，地上のくぼみなどにいて個

体数をつかみにくいとしている。

一方，施設で栽培されているナス，ピーマンでの実験

では，寄生が認められた5．6令期幼虫の日当たり平均

密度(X)と前述の被害期間内に収稚された収量（総重

量ならびに総重量からそうか症状果・傷果を差し引いた

商｢IP果重)(Y)との関係は第6図のようになる。この回

帰直線式から無放飼区の収量を最高収量として，被害レ

ベルを10%と仮定したとき（点線）のハスモンヨトウ

幼虫密度は，総収量でナスがm*当たり4.72頭，ピー

マンが4．75頭となり，経済的な品質を考慮した商品果

重では，ナスが0.41頭，ピーマンが0.18頭となった。

ピーマン

ナス ピーマン

デー5毒

被害期間
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ｦ変化（累積値）

R

第4図果実収量の時間的変化

い。この場合，サトイモやサツマイモのように栽培の末

期に収穫物を1回に収穫できるものは比較的処理が簡単

であるが，果菜類のように長期間連続的に収穫を行う作

物については被害期間を決定するのが困難である。前述

したナス，ピーマンでの幼虫の生存曲線条件下で収稚さ

れた果実重を累積で第4図に示した。このときの被害期

間は，無放飼区または低密度区の間に収稚量の差が現れ

始めた時点（4令期）を被害発生初めとし，その後，両

区の日当たりの収穫量がほぼ同量となった日までの期間

(食害果が消滅した時期と一致した）約eon間を影響が

あった期間と仮定した。

次に中筋(1975)がサトイモで解析を行ったハスモン

ヨトウ幼虫の寄生密度と収量の関係を第51又'に示した。

8月に放飼した15日間の平均4令個体数(X)と収稚

された子イモ重量(Y)の関係から得られた回帰直線式

から，無放飼区の収量を最高収量としたときのハスモン

ヨトウ幼虫密度は,lOm*当たり32頭までは収量に影響

を与えないが，それ以上になると減収が始まる。また，

いま仮に減収量を10%と仮定したときの密度は48頭，

すなわち株当たり3頭の4令幼虫が食害すると10%の
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第6図ハスモンヨトウ幼虫密度とナス・ピーマン

の収量の関係

ハスモンヨトウの被害については，前述したようにそ

の内容が非'肘に複雑なため，その解析法が困難である。

ハスモンヨトウ幼虫の加害による減収は，ある生存率

をもった幼虫1～6令）の累積加害量から作物の補償

力を差し引いたものが減収量と考えられるので，正確に

はこれら多くの要因を組み入れた解析法を用いなければ

ならない。ここでは複雑な要因を入れずに，簡便法とし

て，摂食堂の多い5．6令幼虫密度と収量を比較する方

法で解析した。このため推定された許容水準については

あまり正確とは言い難いが,5．6令幼虫の摂食率が，全

量の96％であるとすれば大きな間違いはないものと考

えられる。

このような欠点を補う方法として，中筋ら(1977)は

幼虫の個体数に生存確立の変異を加え，それに各令幼虫

900
●

×
×

０
０

０

０

７
５

株
当
た
り
子
イ
モ
重
（
Ｙ
）
（
９
）

Y＝776

× 『］

61ogX
48）

E】

ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
ｌ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ

300

，1103248100

日当た})平均4令幼虫数/10m*

○無防除区，●慣行防除区，×モデル防除区

第5図4令幼虫個体数（8月中旬）とサトイモの

収量の関係（中筋,1975)
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第2表ハウス栽培のナス．ピーマンに対するハスモンヨトウ被害許容密度（または食害指数)(m*当たり）

ナ ビー‐マンス

項 目

最尚収量に対する減収率
総飛量｜澗晶果重
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の摂食指数を組み合わせた方法で各令の被害許容密度を

推定している。しかし，どのような方法を用いたとして

も，ハスモンヨトウの加害様相は複雑で，単に葉だけを

食害される作物であっても，その方法の中に噌好性や作

物の容積の大小を組み入れなくては意味がなく，また，

果菜類などでは，各令期別の花，誰果実の食害頗度も

加害量の大きな要因となるであろう。このようなことを

考えるといずれにせよ多くの作物で多くの実験を行った

結果が必要である。

m要防除密度

以上のように，被害解析試験で得られたハスモンヨト

ウの加害によって起こる被害，減収量を10%と仮定し

たときの密度は，サトイモでm^当たり4.8頭，ナスは

m2当たり4．72頭，ピーマンが4.75fi(ナス，ピー

マンは総収量）と偶然にもほぼ|司値となった。ただ，サ

トイモの場合，実験を行った幼虫が4令期幼虫密度であ

り，これをナス，ピーマンのように5．6令期で対比す

るとすれば，令の進行時に何かの死亡要因が伽<と考え

られるので，これより小さな値となる可能性が高い。

しかし，果菜類では，生鮮野菜としての品質的なfiiiido

が重要なため，そうか症状果，傷果を除いた商品晃で評

価しなければならなく，減収量10%のときの幼虫密度

は.m^当たり0.4～0.2頭と予想以上の厳しい値となる。

一方，実際にほ場で防除を行う場合の伽Hとしては，

5．6令幼虫は薬剤の耐性が高く殺虫剤を散布しても高

い防除効果は期待できない。また，この時期の密度を知

っても，既にそれまでに食害がかなり進んでいるため，

できれば中令期以前に被害を想定した密度を知ることが

望ましい。そのため，現場で判I断する簡易的な方法とし

て，3令期までの食葉指数（食葉量を4段階に分けて調

査）と収量の関係から，被害許容指数を求めるとピーマ

ンでは，10％の減収量に対応する食葉指数は総収量で

3.48％，商IIP果で1.52%(第2表）となった（ナスは推

定が不可能)。この値はほ場で見た場合,わずかに食害跡

が観察される程度(若令虫の食痕は判別が容易)である。

以上のような実験結果から予想される作物の比較上の

幼虫許容密度は，ナス，ピーマンのように収穫物である

果実を食害される果菜類は，非常に低い密度の設定を行

わなければならなく，サトイモのように地上部を食害さ

れて地下部に影響するような作物は，それの10倍以上

の密度，3令幼虫までしか加害しないキュウリやショウ

ガなどは相当高い密度の寄生を受けない限り経済的被害

にはなりにくいものと考えられる。

一方，ほ場において，どれぐらいの密度になると防除

を行わなければならないかを決めるのは困難である。要

防除密度は，栽培される商品の経済的要素によって決定

される場合が多い。例えば栽培するための投下資本が低

いサトイモなどは,10%の減収が起きたとしても経済的

には大きな損失にはならないが，施設栽培のように年間

50％の資材費を投入する作物では，総収入の10%の減

収は純益の20％に相当する。また，これとは別の要素

として，現在使用されている農薬と施用技術では100%

の防除効果は期待できないなどの心配もあって，現場で

はこれより低い被害許容水準を設定している｡このため，

ナス，ピーマンでは，最高収量に対する減収率を10%だ

けでなく，5％，2％について算出（第2表）したので参

考とされたい。
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一

カ ン ハ ダ ニの要防除密度
ミ
ベ

ふ る は し

静岡県柑桶試験場古橋
か

嘉
唯
一

カンキツ園における害虫管理あるいは総合防除を進め

ていくうえで，被害許容密度や要防除密度の設定は，最

初に解決しておかなければならない問題である。ミカン

ハダニはカンキツ類を加害する有害動物として，防除回

数が他の害虫に比べ多い。ミカンハダニの加害によるカ

ンキツ類の被害については,今まで多くの報告があるが，

定性的な面からの検討例が多く，それらによって被害が

強調されていることも防除回数を多くしている一つの原

因となっている。ミカンハダニによる被害は果実の生産

や樹の発育に対して直接的に作用しているわけではな

く，葉や緑枝の細胞液の吸収による葉緑素の減少が光合

成に影響し，その結果として果実の生産や樹の発育に関

係する間接的なものである。したがって，その課程にお

いて，ミカンハダニの被害以外の種々の要因が関与する

ことになり，要防除密度の前提となる被害解析を困難な

ものとしてきた。最近の内外におけるミカンハダニの要

防除密度についての知見を紹介することにする。

て要約すると次のようになる。

1果実の品質と肥大

ミカンハダニの寄生量が増加し，葉の被害程度が高く

なると果汁成分の可溶性固形物（糖度）は増加する。ク

エン酸含量については，寄生量や葉の被害程度と一定の

傾向は認められない。果実の比重は，寄生量，葉の被害

程度が高いと大きくなり，よく締まった果実となる。着

色などの果実の外観は，夏季にハダニの被害を受けても

無被害の果実とほとんど変わらない。また，ハダニの寄

生により，果実の肥大が良くなったとする報告などもあ

るがはっきりしていない。第1表は,9月を基準として，

ハダニの防除をした場合としない場合の果実品質を検討

したものである。9月以降に防除しない場合は，果実の

被害程度や果色に差異が生じているが，果汁成分などで

は，処理間に差異は認められていない。以上のように，

夏季発生のミカンハダニは，果実品質に対しては，プラ

ス的な作用はしても,マイナス的な作用はほとんどない。

2樹の発育量（新梢発生量）

被害を受けた樹の発育量と寄生密度あるいは葉の被害

程度との関係では，樹令の若い幼木などでは，寄生密度

が高かった場合には,翌春の新梢発生量が少なくなった。

しかし，成木では逆に多くなったとする報告もある（内

田ら,1966)。ミカンハダニの寄生密度が高く，葉の被害

程度が大きい樹では，葉緑素の減少により，光合成機能

は低下し，貯蔵養分は，少なくなるはずであり，翌年の

発育量に影響しているものと考えられるが，寄生密度や

葉の被害程度と樹の発育量（新梢発生量）との間に一定

の傾向は認められない。

4

b

I 被害解析

ミカンハダニの1年間における発生経過は，夏季発生

と秋季発生とに大別できる。秋季発生のハダニは，収挫

間近の果実に加害するため，その外観が悪くなり，商｢a

価値を損なうことから，被害はほとんど許容できないと

考えられる。ここでは，夏季発生のハダニの加害とその

被害について述べることにする。ミカンハダニの加害と

その被害については，今までに，内田ら(1966),松尾ら

(1969),大串(1972),森ら(1974,1977a,b).関ら(1977)

の報告がある。これらの報告から果実の品質と肥大，樹

の発育量(新梢発生量)，果実の収量，落葉数などについ

I

■

第1表ミカンハダニの加害と果実の品質(1975)*
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能となった。この調査指標による紫の被害程度と寄生密

度との関係について，ミカンハダニの夏季発生に当たる

6月から7月の寄生密度とその年次の春葉の被害程度に

ついてみると，第1図に示したように，1樹ごとの最高

寄生密度時の1葉当たり虫数と葉の被害程度との間に

は,y=8.44+9.33x(r=0.95)の直線回帰式が求めら

れた。この回帰式から葉の被害程度が40となる最高寄

生密度を推定すると3．4匹であり，60では5．5匹とな

る。ミカンハダニの1日l葉当たり寄生量(x)は次式

で与えられる。

3落 葉 数

被害程度の進んだ葉は黄変し，落葉しやすいと言われ

ているが，葉の被害程度別の生命表的な解析はなされて

いない。寄生密度や葉の被害程度と樹全体の落葉数，落

葉率との関係について検討されており，寄生密度や，葉

の被害程度が大きくなるにつれ，翌春の落葉数が多くな

るとしている。しかし，これらの落葉数や落葉率が樹の

発育や果実品質にどのような影響を与えているかについ

ては明らかにされていない。

4着花数及び収量

寄生密度,葉の被害程度と着花数及び収量との間では，

ミカンハダニが大発生した場合を除いて，両者の間には

っきりした傾向は認められないとする報告が多い。着花

数や収量を構成している要因は，多||皮にわたるため，ミ

カンハダニの加害のみの単一要因を取り出して解析して

も，普遍的な結果は得られないものと考えられる。

以上述べてきたように，夏季発生のミカンハダニが寄

生し，加害した場合，果実品質に対しては，商品価値に

マイナスとなるような影響は認められず，樹の発育量，

着花数，収量などについても寄生密度や葉の被害程度と

の間に一定の傾向は認められていない｡落葉については，

葉の被害程度が進むと落葉数が増え,落葉率も高くなる。

このようにミカンハダニの被害が，報告者によりまちま

ちなのは，場所，時期，品種，樹令，栽培管理方法など

が異なっているためと考えられる。ミカンハダニの葉に

対する加害は，樹の発育量に対して，梁に対する加害→

葉緑素の減少→光合成機能の低下→貯蔵養分の減少→翌

春の発育量，の順序で影響しており，その加害は間接的

なものであり，最終過程に到達するまでに，多くの他の

要因が関与するため，ミカンハダニの被害解析で普遍的

な結果が得られないものと考えられる。今後，樹の発育

量や果実品質と関係が大きい炭素同化作用と，ミカンハ

ダニの寄生量や葉の被害程度との因果関係を明らかにす

る必要があろう。

ヴ

70 、

拭え60

50
【】

●／●

０
０
４
３

葉
の
被
害
程
度

●／●

嫁
20

10

1 23 45 67

1樹ごとの7/Ⅵ～14/Ⅶまでの鮫高密度時葉当たり虫数

n=22,r=0．95,y=9.33x+8．44

卯l凶最iof密度時の菜当たり虫数と葉の被害程度との

関係

7(）

HOl

50

40

3(）

2(）

10

葉
の
被
害
程
度

33寄生密度と葉の被害程度との関係

森(1974)は，ミカンハダニの加害により，葉の葉緑

素が抜けて，白い斑点として残ることから，被害葉の葉

表における斑点密度を0,20,40,60,80,100の6段

階にグレード分けして，ミカンハダニ被告程度調査指標

を提案した。今まで，調査者によっては，葉の被沓程度

を無視して，ミカンハダニの寄生密度だけで被害解析を

行っていたり，また，被害程度の指標が調査者によりま

ちまちであったが，被害程度調査指標の利用により，菜

の被害程度については統一された基準に基づく調査が可
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大鵬(1972),関ら(1977),森ら(1974,1977a)らによっ

て，要防除密度や被害許容密度が報告されており，それ

らを総合すると，被害許容密度はl葉当たり5～7匹で

この寄生密度は，新梢数の発生数を少なくしたり，落葉

数を多くするとしている。また,葉の被害程度と落葉数，

樹の発育量などとの関係からみた被害許容水準は葉の被

害程度60～70の場合とされている。葉の被害程度が60

～70に達する寄生密度を，最高寄生密度時のl葉当たり

寄生密度と葉の被害程度との回帰式（第1図）から求め

ると,1葉当たり5.5～6.6匹となる。ミカンハダニは，
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節5図ほ場内の平均l葉当たり寄生密度と3．()匹以上

の寄生密度頻度樹率

指数関数的な増殖を示し，増殖率は気温との関係が大き

いので，要防除密度から被害許容密度に達するまでに要

する時間は気温によって左右される。第6図に示したよ

うに，夏季のミカンハダニは増殖能力が大きく，急速に

瑚殖し，倍加"l間は4～5「1である。要防除密度を被害

許容密度ギリギリに設定した場合，増殖速度が速いこと

から，｜坊除が実施されるまでに被害許容密度以上の寄生

密度に増殖してしまう恐れがある。したがって，要防除

密度(Cd)と被害許容密度(Ad)との間には，

(Ad)=(Cd)e'-T(r;CdからAdまでの予想増殖率，

T:CdからA.Iに達するまでの日数）

の関係式が成り立ち,Cd=Ad/eとなり,Adは一定

であるから，要防除密度は，rとTによって変化する。

内的自然増加率(')は，平均気温(x)との間にr＝

0.0086x-0.0634の回帰式が得られており，この回帰式

に予想される平均気温を当てはめれば予想されるrが求

められる。Tは要防除密度から被害許容密度に達するま

での日数であるので,Tの数値は，防除の準備や防除に

要する日数とすればよいであろう。天敵類の密度や気温

、

logx=0.183+1.078log{-ln(l-p)}の回帰式が得られ

ているので，寄生葉率から寄生密度の推定を行うことに

より，更に省力化できる。

w要防除密度と被害許容密度

ミカンハダニの加害による樹の発育量や果実品質への

影響は，葉の被害に基づく間接的なものであるため，寄

生密度と被害との間に普遍的な解析結果は得られていな

い。そのため,要防除密度や被害許容密度については,寄

生密度と葉の被害程度から決められている場合が多い。

Kennett(1974)はミカンハダニの寄生密度と．オレンジ

の葉の被害は,春葉が展葉後に,1葉当たり0.5匹以上

になると，葉の食害斑点数は多くなり，それ以上寄生密

度が高くなってlか月以上続くと食害斑点が葉の20～

40％に達するとし，更に寄生密度が増加し,1葉当たり

10～15匹の密度に達するとlか月以内に葉の60%以上

の部分に食害斑点が形成されるとしている。そして,1

葉当たり0．5匹以上が被害許容密度，0．5匹を要防除

密度としている。Kiel(1978)はカンキツ園での総合防

除を実施していくうえで，ミカンハダニの要防除密度を

’葉当たり2匹としている。しかし，これらの値はいず

れも具体的被害解析に基づいて決定されたものではな

い。同じ永年作物のリンゴで,Croft(1975)がリンゴハ

ダニの被害許容密度は,1葉当たり15～20匹で,10-

14日間寄生した場合であるとし，要防除密度は,1葉当

たり7匹としている。この要防除密度の設定は，葉の被

害程度に基づくものであり，リンゴハダニの寄生密度が

7匹前後になると葉が褐色に変色する。しかし，その場

合に，樹の発育量や果実の品質にどのような影響を与え

るかについては,検討されていない。我が国においては，
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蝋(等型、僧｝
(Xiは調査日ごとの虫数,liは調査間隔日数）

このxを6月6日から7月14日までの37日間につ

いて計算し，葉の被害程度との関係を示したのが第2

図である。相関係数と回帰式はr=0.915,y=11.90+

39.04xが得られた｡6月から7月にかけての夏季発生の

ミカンハダニが，1日当たり0．7匹の寄生密度であると，

葉の被害程度は40となり,1日当たり1.2匹では(.0

となる。

以上のように，寄生密度と森(1974)が提案した被害

程度調査指標による葉の被害程度との間には，高い相関

関係が認められることから，寄生密度から葉の被害程度

あるいは，その逆も可能である。しかし，寄生密度と葉

の被害程度との間に直線的な関係が認められるのは，森

ら(1977b)も指摘しているように，葉の被害程度が70

までのところで，それ以上の被害になるとしだいに直線

の勾配は緩慢となり,X軸に対して平行的となる。葉の

被害程度が進むにつれ，ミカンハダニは同一場所を重複

して加害することになり，そのため斑点数が寄生密度に

比例して増加しないためと考えられる。ミカンハダニの

葉に対する加害は温度と関係が強く，温度が高くなるに

つれ，葉の被害程度は大きくなる。しかし，このような

関係がみられるのは，生息活動に適した温度範囲であっ

て，それ以上の温度になっても葉の被害程度は大きくな

らない。このことは，同一寄生量であっても，気温の違

いにより，葉の被害程度は異なり，葉の被害程度から被

害許容密度を推定する場合，気温の高低によって，被害

許容密度は変化することになる。しかし，ほ場における

寄生密度と葉の被害程度の時期的な差異については未検

討であるので，葉令や葉の成熟度と併せて，今後，検討

する必要がある。
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第4図ほ場内の平均1葉当たり寄生密度と0．5匹以上

の寄生密度頻度樹率

0.10では0%であった。次にほ場内の1葉当たり寄生

密度と1葉当たり0．5匹，3．0匹以上寄生する樹の割合

について示すと第4,5図のとおりとなる。l葉当たり0．5

匹以上寄生している樹は，ほ場のl葉当たり寄生密度

(x)が0．1匹の場合でも出現しており,x=0.5では

約40%,1.0匹では約70%となる。l葉当たり3.0匹

以上寄生している樹についてみると，、x=1.0以下では

ほとんど出現していないが,1匹以上になると増加し，

2匹では約30％，3匹では約50％の割合となる。要

防除密度に基づき防除を行う場合，要防除密度以上の樹

が，防除しようとするほ場にあるのかないのか，あるい

は何％ぐらいあるのか，防除前に調査し，その結果に

基づき殺ダニ剤の散布がなされるわけであるが，ぼ場内

の全樹について，寄生密度の調査を行うことは労力的に

困難であるので，ほ場内のl葉当たり寄生密度から要防

除密度の樹率を推定するのが省力的である。ほ場内の

I葉当たり寄生密度(x)は寄生葉率(P)との間に

、

Ｆ
毎

333ほ場内の平均寄生密度と密度別の頻度樹率

カンキツ類のような果樹における要防除密度の設定は

1本の樹を単位として設定されるが，ミカンハダニの防

除を行う最小単位は一つのほ場である。したがって，一

つのほ場内における樹ごとの寄生密度とほ場全体の寄生

密度との関係について検討してみた。第3図は，ほ場の

l葉当たり寄生密度と樹ごとのl葉当たり一定密度以上

寄生している樹の割合について示したものである。ほ場

のl葉当たり寄生密度が3．4匹の時の3．0匹以上寄生し

ている樹の割合は約50％で，ほ場のl葉当たり寄生密

度が小さくなるにつれて,その割合は低下し,前者が1.30

匹では約15%,0.94では約8%,0.15では約5%で，
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以外の気象条件も関係しているものと考えられるが，明

らかにされていないため,ここでは触れなかった。今後，

検討すべき課題である。

V今後の問題点

各県の防除暦をみても明らかなように，ミカンハダニ

の防除回数は，他の病害虫に比べて多い。また，実際の

防除実績を調査した結果でも，その防除経費は全体の防

除経費の約50％を占めている。しかし，その被害とな

ると本文でも述べてきたように不明な点が多い。ここで

は夏季発生のミカンハダニについて，要|坊除密度を果実

の商品性などの経済的視点には触れず，単に生産量のみ

について述べ，商品性などに大きく関係していると’思わ

れる秋季発生のミカンハダニについては触れなかった。

第2表に選果場における果実の評価点と病害虫との関係

について，重回帰分析を行った結果を示したが，ミカン

ハダニの被害果率は，両選果場とも評価点との間に，有

意な関係は認められていない。秋季ハダニの要防除密度

についても，今後，明らかにしていく必要があろう。今

までミカンハダニの防除は，予防を中心に実施されてき

たため，かなり低い密度で防除が実施されてきたことに

なる。このような実態のもとで，ある一定水準の寄生密

L

、

第2表選果場における果実の評価点とミカンハダニ被害果率との重回帰分析(1973)***
S農協（昭48.12.21～22調査）
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度や被害を許容する被害許容密度や要防除密度をどのよ

うに普及していくかが，今後の大きな問題であろう。果

実のような商品性の高い農産物は,産地間競争が激しく，

産地内では生産者間の競争が激しい。しかし，いたずら

に経済性を度外視した農薬の散布は，環境汚染，抵抗性

病害虫の出現，生態系の破壊による新たな病害虫の出現

など，それによって引き起こされるマイナスは大きい。

カンキツ園は，病害虫相が比較的安定しており，総合的

病害虫管理(IntegratedPestManagement)の受け入れ

やすい状態にある。今後，個々の病害虫の要防除密度を

設定するとともに，病害虫相互間の関係を明らかにして

いくことも残された重要な課題である。

引用文献

Croft,B.A.(1975):IntegratedControlofApple

Mites,ExtensionBulletinE-825March1975.

CooperativeExtensionServiceMichiganState

University,p.12

Kennett,C、E.(1974):Spidermites.CitrusPest

ManagementCooperativeExtensionService,Uni-

versityofCalifornia．p.30

松尾喜行．関道生(1969):佐賀果試研報5:59～64.

森介計(1974):植物防疫28:110～112.

-・武智文彦(1977a):農作物有害動物植物予察

特別報告29：48～52．

(1977b):同上29:39～45.

大串龍-(1972):農薬なき農業は可能か農文協p、
244．

Riehl,L.A.(1978):Citrograph1978:175～176.

間道生・松尾喜行(1977):農作物有害動物植物予察

特別報告29：53～55．

内田正人ら(1966):神奈川園試研報14:17～24.
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フェロモン・シンポジウム-1978-開催のお知らせ

下記によりフェロモン・シンポジウムを開催いたし後援：日本植物防疫協会フェロモン研究会

ます。参加御希望の方及び講演題名・誠演者名一覧表参加費:14,000円（宿泊費，昼食代，懇親会費，プ

御希 望 の 方 は 申し込んで下さい。ロシーディング代金など）

日時：昭和53年11月on日（木）午後2時～参加定員:100名（定員になりしだい締切らせてい

12月2日（土）午前11時ただきます）

場所：愛知県労働者研修センター申し込み先：フェロモン．シンポジウム-1978-

（定光寺自然休養林内）事務局玉木佳男氏

愛知県瀬戸市川平町1208の2東京都北区西ケ原2のl

郵便番号489郵便番号114

電話噸戸(0561)48-2611(代）農林水産省農業技術研究所病理昆虫部

テーマ：昆虫フェロモンとその利用昆虫科

一特に開発システムを中心として－電話東京(03)915-0161

企画．運営：フェ ロモン．シンポジウム世話人会内線81または03
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Ｌ
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１
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フェロディン⑧SL(発生予察用）

－ハスモンヨトウ性フェロモン製剤一

本品はハスモンヨトウの雌成虫が発散する性フェロ1セット（ゴムキャップ8個入り)11,000円

モンを人工合成し,小さいゴムキャップに1mg吸着製造：武田薬品工業株式会社

させたものです。これをトラップに取り付けて野外に郵便番号541

設置すると，雄成虫が誘殺され，ハスモンヨトウの発大阪市東区道修町2丁目27番地

生消長が調査できます。1個のゴムキャップで約Iか斡旋：日本植物防疫協会

月間有効です。農林省の「野菜病害虫発生予察実験事郵便番号170

業調査実施基準」に従って御使用下さい。東京都豊島区駒込1丁目43番11号

お申込みは文書または葉書で本会にお願いします。現品は武田薬品工業株式会社より直送します。
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ヤノネカイガラムシの要防除密度
お お く ぼ

長崎県果樹試験場大久保
恥
｛
白
一

お

雄

とどめ，しかも使用する薬剤は安全で，経済的なものに

換えていく必要がある。そのためには，被害許容限界の

設定とそれ以下の密度に制御する防除システムの確立が

望まれる。

このような害虫管理の考え方には,害虫の個体群動態，

被害許容限界，防除手段の三つの過程が数量的に組み合

わされる必要があるが，それらの論義は別にして，今回

はヤノネカイガラムシの被害許容限界及び要防除密度に

ついて，それらの高さの諭義よりも，むしろそれらを設

定する一つのアプローチの方法を，主にInoueand

Ohoushi(1976,1977)のモデルと筆者が行った試験結

果をもとに紹介する。

I被害の実態

ヤノネカイガラムシのカンキツに対する寄生過程を発

生世代との関連でみたものが第1図である。これらの寄

生によって起こる被害を大別すると二つの過程に分けら

れる。すなわち果実に寄生して外観を悪くすること，葉

や枝に寄生することにより，木の生長を衰えさせ，最終

的には木の枯死に至らせることである。このような被害

形成過程を個体群密度との関係でみたものが第2図であ

はじめに

ヤノネカイガラムシはカンキツの大害虫としてよく知

られているが，日本におけるその害虫としての歴史は浅

く,1907年に初発見されたにすぎない。しかし，それ以

後その分布は苗木とともに急速に広がり，1950年代には

ほとんどのカンキツ産地に分ﾈ3するに至った(奥代ほか，

1969)。

特に本種は薬剤以外に有効な防除手段がないことか

ら，青酸ガスくん蒸以外有効な薬剤のなかった戦前，戦

後の一時期，産地を危機に陥れるほどの被害を与えた。

しかし，1950年代以降は有効な薬剤の出現と発生予察技

術，特に第1世代l令幼虫の初発生日の予察が的確に行

われるようになったことから，防除適期を逃さなくなっ

て，一般の慣行防除園での発生はほとんどみられなくな

り，その被害は潜在化してきた。しかし，防除の手を抜

くと急激に増加して被害を与える危険性があることか

ら，常に防除圧を加える予防的散布が行われているのが

現状である。

また一方では，ミカン自体の価格の低迷による管理不

良園の増加により，発生源の増大もみられるようになっ

た。

このような状況の中では，本種の防除は必要最少限に

､
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る。初めの密度が異なっても，どの区も時間の経過とと

もに，個体群密度は指数的に増加し，葉の枯死は葉当た

り雌成虫約1頭で，枝の枯死は葉当たり成虫8～10頭で

始まる。果実に対する寄生は密度が高いほど多くなる。

この関係についてはあとで述べる。外観を別にした品質

及び収量は，枝が枯れる程度の密度までは，はっきりし

た影響を受けなかった。ただし，一定密度に保った場合

の解析がないので，品質を悪くしたり，収量の減少につ

いて，はっきり否定することはできないが，菜が枯れ始

める程度の密度では，50％以上の果実が寄生を受ける

ので，実際にはそれまで許容することは無理である。

これらの被害のうち，果実への寄生程度（寄生果率）

が最も個体群密度との関係がはっきりしているので，被

害を表すのに便利である。寄生果率(y)と葉当たり雌

成虫(x)との間には次の関係が成立する。

logy=0.575logx+1.688

主た，果実当たり密度(z)と葉当たり密度との関係

は次のとおりである。

logz=0.917logx+0.592

逆の関係も成立するので，寄生果率が分かれば，次年

の発生源となる越冬前密度の推定もできるので，個体群

密度の簡便な推定法として利用できる。ただし，低密度

の場合の誤差が大きいことが難点である。

以上のことから，許容限界は寄生果率で定めるのが妥

当であろう。
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越冬後葉当たり雌成虫密度

○無散布，●マシン油乳剤散布（70％個体に付靖）

節3図越冬後密度からみた収穫時の収益率

（説明は本文参照）

できる。果実のillil格は寄生果率だけで決まるわけではな

いので，このような単純な考え方は成立しないかもしれ

ないが，許容限界そのものの高さは，薬剤による長期的

な損失を考慮すれば，今日のような低いレベルを維持す

ることはあまり意味がない。この点については，宮原・

liira(1969),西野(1974)も寄生果率5%程度を想定

しているようであるから，今後はそれ以上の高さについ

ても論義する必要があろう。

m個体群動態と薬剤の効果

本種は一定密度に制御する要因が働かないことから，

薬剤防除を行わないと木が枯れるまで指数関数的に増加

する。その例は既に第2図に示してある。このことから

許容限界を寄生果率で定めるとすれば,各世代の増殖力，

収穫時における葉と果実の寄生割合（前述）が数量的に

分かっていれば，個体群密度だけでなく，被害程度も事

前に予測できること‘になる。世代別の増殖力については

西野(1974),InoueandOhgushi(1976),是永(1977)

らが詳しく述べているように，年次差，地域差は比較的

少なく，第L世代9～II倍，第2世代5～6倍，年間80

～90倍(第3世代の発生も含める）である。また,､越冬

期における生存率は大串ほか(1966)は16%としてい

るが，全国のカンキツ関係の試験場の資料から計算する

と40～50％が最も多く，大久保(1977)も47%であ

り,後者の値のほうが妥当であろう。上記の報女のうち，

個体数増加の機織が最もよく表現されているINouEand

Ohgushi(1976)のモデルを第1表に示した。以後本文

では個体数増加に関してはInoueandOhgushiモデル

33被害許容限界

果実が噌好品であることから，外観を無視することは

できないが，現行の一般的慣行である寄生果率1%以下

のレベルは，カメムシによる斑点米混入率のような判定

基準（このことについては中筋(1973)は批判的で筆者

も同感であるが）のような価格を決めるほどのはっきり

した基準でないことと，現実には2～3％程度の寄生果

率でも許容されている場合があることから，それ以上の

寄生果率でも許容できると考えられる。

実際に問題になるのは，最終的な損失であって，寄生

果率ではないので，被害と防除経費と{ih格の関係から，

ヤノネカイガラムシが無発生の場合に比べてどれだけ収

益が減少するか試算したl例を第3図に示した。この場

合寄生した果実はすべて取り除かれて原料ミカンとな

り，その価格は生果の30％であり，また，1回の薬斉il

防除経費は果実生産費の1%であると仮定してある。許

容限界を収益減少率でみるならば，そのときの寄生果率

から，その年の春（越冬後）の雌成虫密度を無防除の場

合とマシン油乳剤を散布した場合について求めることが

u
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薬剤の処理時期を変えても，その効果を予測できる点で

優れている。

w要防除密度

‘以上述べてきたように許容限界を寄生果率で定めれ

ば，許容限界密度は収稚時の葉当たり密度で決まること

になる。各世代の要防除密度は世代別の増加率と防除を

行った場合の死亡率の予測から求めることができる。

これをInoueandOhgushiのモデルのうち冬期の生

存率を45％に補正したものと，筆者が行った果実寄生

荊合(前述）から求めると第3表のようになる。ただし，

許容限界は寄生果率1,3,5%の3段階を想定してあ

る。また，冬季のマシン油乳剤は他の害虫（主にミカン

ハダニ）を含めて，’幅広い効果があることから，必ず散

Ill-することを前提にし，しかもヤノネカイガラムシの

70％の個体に付着すると仮定した場合（あとで述べる

が，この値はマシン油乳剤だけで一定密度に保つ条件で

ある）の値を併せて示してある。

許容限界を寄生果率5％として，｜坊除手段を組み込ん

だ場合の検索表を第4表に示す。この場合，防除手段の

ランクはそれらの効果の高さから，冬季マシン油乳剤，

第1世代幼虫期の有機リン剤,第2世代幼虫期の有機リ

ン剤のIH番としてある。

これらの結果を許容限界を5％寄生果率と定めた場合

を適用する。

防除手段としての薬介uの効果は|司じモデルから第2表

のとおりである。このうち冬季における95％マシン油

乳剤の効果は直接的な殺虫力だけでなく，第1世代の幼

虫発生数にも影響を与える。また，このモデルでは，各

世代の発育ステージ別の発生数を予測できることから，

第1表個体数増加の機柵

(InoueandOhgushi,1976より）1

0.16*

26

0，45

20

0.25

冬期の生存率
館1世代産仔数
第1世代生存率
節2世代産仔数

輔2世代生存率

(1雌当たり）

(1雌当たり）

この値は0．45のほうが妥当＊

第2表薬剤の効果

(InoueandOhgushi,1976より）

蕊嶺1名｜生存率｜その他噸効果
マシン油乳剤(95%)0.018

（藤ﾝ油付着
冬季散布

有機リン剤0．2 0

（瀞報:）
（第1世代）

有 機リン剤0．25

（第2世代）／散布当日の､
VI,2令個体ノ

産仔数
80％減少

）

節3表各世代の要防除密度（葉当たり雌成虫数）

|螺鮮繍'“” １
１

越冬後密度｜越璽前篭度
前年

寄生果率(％）

0.0003̂'ooô""o'dOÔ
２
５
０

●
■
■

０
０
１

１
３
５

0.0012

0.0078

0.0I9I

b

無 散布

0.0012

0.0078

0.0191

().0003

0.0019

0．0046

(0.00006)
0．0004

0．0009

0.0004

0．0026

0．0063

５
６
６

０
１
２

１
１
の
ｏ
Ｒ
Ｊ

マシン油乳剤

(70％個体に付着）
▲
』

（）内は実際には存在しない数値であるが計算上求めた．

鋪4表寄生果率5％以下に保つための要防除密度と薬剤散布回数の関係

(Inoueetal.(1976)のモデルより求めたが，冬期生存率は45%に変更し，

果実寄生過程は筆者のデータを基礎とrした）‐

|織錫｜趣…“｜”雌…｜“2…．
世 代－－

一

手段

0．0046 0．01910．0009

(1.0)
0．0063

（2．6）

0.0316

（6．7）

0.1264

(14.8)

0.0004

0.0009

0.0047

0．0187

無 散布

-マシン油乳剤70％

マシン油乳剤70％
＋第1世代有機リン剤

マシン油乳剤70％
＋第1,2世代有機リン剤

0．0184

－3 7－
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の宮原・山田(1969)あるいは西野(1974)の値と比較

すると前者（図から読み取った値）は収稚時の葉当たり

密度0．04頭で筆者の試算に近いが，後者の値は0.13/

葉で1けた違う。後者について越冬後の要防除密度を世

代別増殖力で割って逆算すると0.0016/葉でやはり1け

た違う。これらのことは，葉当たり密度から寄生果率を

推定する計算式が異なるところにある。その原因は低密

度における両者の関係の変動'幅が大きいことにより，園

や木の条件により異なった推定式が求められた結果と考

えられる。このような違いをなくして，一般的な推定式

を得るためには，基本的には樹内における幼虫の分散過

程，果実選択性の強さ，果実の樹内分布などを含んだ果

実寄生過程の解析が必要であろう。

なお，桐谷ら(1973)は要防除密度を越冬母虫（越冬

後成虫）で0．2頭/IOO葉に想定しているが，引用した

宮原・山田(1969)はそれ以下が妥当であると述べてい

ることと，実際にはその値では寄生果率は7～25％にな

っている（筆者の試算でも寄生果率は約14%になって

しまう）ので適当でない。

v個体群密度の推定

要防除密度があるレベルに決まっても，実際のほ場に

おける害虫の密度が推定されなければならない。密度推

定には精度と時期が問題となる。ヤノネカイガラムシに

ついては，宮原・山田(1969)が100葉単位で調査する

方法がかなり精度が高いことを明らかにしているが，筆

者の試算による許容限界5％寄生果率での越冬後密度は

0.04/100葉（第3表）であって，実際には労力的にみて

実現不可能である。一方，西野(1974)はKuno(1969)

の逐次抽出法の検討から，第2世代の防除直前の幼虫密

度で121枝の調査で精度が高く，実現可能であると述べ

ているが，これでは第2世代の防除要否の判定だけで，

それ以前の防除要否については，更に抽出数を増やさな

ければならない点で，現実には問題である。筆者は簡便

な方法，すなわち収稚時の寄生果率から求めることを提

案したい。この方法は推定精度が低く，更に翌年の収種

時の寄生果率を推定するまでには不確定要素が働く可能

性があり，より粘度が下がるという欠点はあるが，一般

農家でも，その気になればできるし，翌年の防除回数ま

で予測できるので，一応の目安として使えば，便利であ

ろう。

丑

＆

VI!防除システム

要防除密度が世代別に決まれば，第4表の検索表に従

って以後の防除を行うか否かを決定する。この場合防除

手段の種類に問題がある。本種をiI御する手段として，

現在のところ薬剤以外にないことから，その使用を認め

ざるを得ないとしても，今日のように被害をほとんど目

立たない程度の低密度に下げた有機リン剤については，

天敵などの有益昆虫をも併殺して，他の害虫あるいは潜

第5表各世代における成虫密度の実測値と期待値の比較

1973 1974

越冬後’第'世代’第2世代｜寄生果率％越 冬 前
.

0.053 0.004

0.001

0.000

0．002

0.049

0．011

0．037

唖
障
一
浬
一

マシン油乳剤散布区

[0.008］ 0．009
－

0．125 0．034

0．002

[0.018]

0．001

0.001

0.015

０
０
０
０
００

唖
崎
一
邪
一

マシン油乳剤十第1世代
有機リン剤散布区

0，095

｜ 柵
0．045 0．051 1．88

マシン油乳剤十第2世代
有機リン剤散布区

0．004 0.004 障
一

0．025[0.013] 0．021 率
一

0．609 0.076 0．030 0．020 1，28

マシン油乳剤十第1,2世代
有機リン剤散布区

0．011 0.006 0，006 峰
一
浬
一[0.086]0.042 0．036

－越冬前密度からの期待値(Inoueetal.,1976より）

－越冬後密度からの期待値（〃）

［］マシン油乳剤が70％の個体に付着した場合の改良値によるiili正値

－38－
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いと考えている。しかし，基本的にはこのようなアプロ

ーチの方向には賛成であり，今後の害虫管理システムの

開発の基礎となると信じている。

在的害虫の大発生化を招く恐れがあることから，まずそ

の使用を抑える必要がある。他の低毒性薬剤(97％マシ

ン油乳剤の第1世代幼虫期の使用）に換えることもでき

るが，基本的には被害を事前に予測して，無駄な薬(il散

布を省けるような防除システムの開発が必要である。そ

の点では,InoueandOhgushiのモデルは，問題点を

多く含んでいるが，一つのアプローチの方法として評1:3

できる。このモデルがどの程度実用性があるかは，筆者

のように現場にいる者にとって，最も興味のあるところ

であるが，実際のほ場における結果との比較があるので

第5表に示す。冬期の生存率を除けば，各世代の期待値

は防除したその効果も含めて,実J1||値に近い値を示して

いる。

更に環境汚染，薬剤抵抗性の発達，有益昆虫の併殺な

どの悪影響の最も少ない冬季におけるマシン油乳剤の評

価をそのモデルを使って行っているが，それによると

70％以上の個体に付着するように散布すれば,毎年一定

密度に保てることも示した。大久保(1977)は上記の条

件に合う散布量を検討した結果，成木l樹当たり約8/

以上が必要であった。Inoueetal.(1977)は更に雌成

虫の樹内分布と樹の構造モデル，マシン油乳剤の樹内付

若程度を組み合わせて，虫の樹内における動きと防除圧

とのバランスから検討した結果，マシン油乳汁1)8.4//木

の散布量だけで年間の増加率をlに抑える（すなわち密

度を一定レベルに保つ）ことを明らかにしているので両

者の結果はほぼ一致する。

以上述べたことから,ヤノネカイガラムシについては，

初めの密度を許容限界以下に下げておけば，冬季におけ

るマシン油乳剤だけの散布で，被害を抑える可能性があ

るが，現実には第3世代の発生（モデルには入っていな

い）もあり，筆者はそのまま実用に移すわけにはいかな

おわりに

InoueandOhgushiの防除システムは実用性は高い

と考えられるが，これも許容限界をどの程度の高さにす

るかによっては，防除回数を増加させる根拠になりかね

ない。このことは他の害虫についても当てはまる。その

ようなことが起きないようにするためには，今回意識的

に避けた許容限界そのものの高さを今よりも緩やかなレ

ベルにするよう，少なくとも研究者，技術者の間で論義

する必要があろう。ただ，その根拠となる被害形成過程

については，筆者も含めてまだ不十分であると考えてい

る。

最後に本種の研究について，常に様々な助言を与えて

下さった京都大学の井上民二氏，金沢大学の大串龍一教

授及び全国のカンキツ害虫研究者に，この紙面を借りて

お礼を申し上げる。

､

己
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ラセンウジバエ大量生産工場の紹介

芝草の病害と防除

芝草の害虫と防除

植物防疫基礎講座

カブラヤガの大量飼育法

垣花

米山

吉田

若村●定男アズキ茎疫病とその病原菌土屋貞夫・児玉不二雄

いわゆるヘルミントスポリウム病菌類の学名

上山昭則・津田盛也・西原夏樹

ウドを加害するセンノカミキリ

新井茂・阿久津喜作

定期購読者以外の申込みは至急前金で本会へ

1部300円送料29円
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新しく登録された農薬 (53.6.1～6.30）

掲載は，種類名，有効成分含有量、商lil'l名，登録番号（登録業者（社）名),対象作物･病害虫・使用時期及び回数
などの順。ただし，除草剤は，適用雑草・適用地帯も記赦。（･･･Ⅱ…四は，収穫何日前まで何回以内散布の略）

「殺虫剤」

プロチオホス粉剤

プロチオホス3％

トクチオン粉剤3

13947(日本特殊農薬製造）

たばこ・ネキリムシ・定植前

『殺菌剤』

銅水和剤

水酸化第二銅80％（銅52％）．

コサイド水和剤

13942(三共),13943(北海三共),13944(ﾉL州三共,
13945(北興化学工業),13946(クミアイ化学工業）

かんきつ･かいよう病･休眠期，きゅうり・斑点細菌描，

べと病，トマト・えき病，ばれいしょ・えき病，茶・

たんそ病，あみもち病，ホップ・ベと病

キノキサリン系<ん煙剤

キノキサリン30％・

モレスタンスモーク

13948(富士化成薬),13949(||本特殊災莱製世),
13950(昭和ダイヤモンド化学),13951(新富士化成
薬）

きゅうり，なすll室，ビニールハウス)うどんこｶﾑi
前IJ10Jul

「殺虫殺菌剤」

MPMC・フサライド粉剤

MPMC2%,フサライド2.5%

ラブサイドメオバール粉剤

13953(ili外製薬）

稲・いもち病，ツマグロヨコパイ，ウンカ賊・他ばらみ

期まで31画l

MPP.BPMC・EDDP粉剤

MPP2%,BPMC2%,EDDP2.5%

ヒノバイジットパッサ粉剤25

13954(1ﾖ本特殊農薬製造),13955(クミアイ化学工業,
13956(大日本除虫菊）

稲・いもち病，穂枯れ（ごま葉枯病菌)，ニカメイチュ
ウ，ウンカ類，ツマグロヨコパイ

『除草剤』

CAT除草剤

CAT42%

シマジンフロアブ､ル

13952(日本チバガイギー）

芝・畑地一年生雑草・雑草発生前

ニトラリン除草剤

ニトラリン2．5％

プラナビアン微粒斤1

13957(シェル化学),13958(北興化学工業),13959(サ
ンケイ化学),13960(三共）

キー1，ベツ，トマト（露地栽培)，きゅうり（露地栽培）・
畑作一年生雑草・定植後（雑草発生前）

『その他』

展着剤

ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル48％
ワイテン

13938(クミアイ化学工業),13939(北興化学工業,

13940(三笠化学工業),13941(大日本除虫菊）

DCPANAC除草剤など接触型除草剤（水和剤）．畑地
一年生雑草・散布薬液に添加

追加：53．4．24登録分

I殺虫剤』

マラソン粉剤

マラソン3％

マ ラソン粉剤3

13931(大阪化成）

対象作物・病害虫・使用時期及び凹数は省略
MPP粒剤

MPP5%

バイジッl､粒舟'1

13932(日本特殊農薬製造),13933(八洲化学Jﾕ業),
13934(大｢1本除虫菊),13935(サンケイ化学）

稲・ニカメイチュウ第1世代，ド,1第2世代，ツマグロョ

コバイ，ウンカ類，イネハモグリバエ14H6回，

かんしょ・ドウガネブイブイ幼虫14日3回，いぐ
さ・イグサシバンムシガ

DEP・PHC粉剤′

DEP4%,PHG0.7%

ディプサンサイド粉剤

13936(トモノ農薬),13937(サンケイ化学）

稲・ニカメイチュウ第1世代,[1,::,2世代，ミナミアオ

カメムシ，アワヨトウ，ツーマグロヨコバイ，ウンカ瓶・

14h4回，はくさい，だいこん，かぶ・アオムシ．

7日6回

－40－
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347中奥だより

中央だ より

なおイネミズゾウムシ特別|坊除事業（病害虫防除対

紫事業実施要領（昭和50年8月16日付け00農蚕第
4265号農林事務次官依命通達）に基づき実施する事業

をいう｡）による新成虫の広域一斎防除の実施に当たっ

ても，この点に十分留意の上指導の徹底が図られるよう

併せてお願いする。

記

l農薬の仙川に当たっては，容器の表示事項等を遵守

し安全かつ適正に使用すること。

2農薬を散布する際には，必ずゴム手袋，マスク，防

除衣等を着用すること。なお,マスク等については,耐
用時間及び使用方法をあらかじめ承知しておくこと。

また，動力散粉機（多孔ホース峨頭）の巾持ち等を

行って農薬を浴びたりすることのないよう十分注意す
ること。

3体調が不十分な場合や著しく疲労している場合は，

散布作業に従事しないこと。

4散布作業は，朝夕の涼しい時間を選んで行い，2，
3時間で交替すること。

5少しでもめまいや頭痛を感じた場合は，直ちに作業

を｢h断し，医師の診断を受けること。

（別添参考）長崎県下における農薬事故の概要

l農薬散布状況

（1）農薬散布|ﾖ時：昭和53年7月8日午前6時ご

ろから午後1時ごろまで

（2）幾薬散布場所：長崎県1ﾔj高来郡吾妻町

（3）挫薬散ｲIl作業実施団体名及び作業従事者数：吾

I土地改良区防除組合，農業者72名

（4）対象病害虫名，使用農薬名等：水稲のツマグロ

ヨコパイの防除のため,プロパホスNAC粉剤（カ

ヤフォスナック粉斉ll10)を動力散粉機(多孔ホース

H+IO)を用いて10a当たり3～3.5kgを面祇210

haに散ｲ!iした。

2農薬中毒事故の状況

(1)幾薬中毒事故の発生日時，症状及び処置:71]
8日午前10時ごろから下痢，おう吐，発熱などの

症状を訴える者がみられたため，病院で硫酸アトロ

ピンを投与し，重症者は入院させた。

（2）典薬1'毒者数：死亡者1名，重症者（入院治

療）22名，軽症者10名，計31名

（3）幾薬中毒事故発生原因：詳細は調査中

－農林水産省一

○新農薬開発促進事業推進会議開催さる

7月14日，農蚕園芸局特別会議室で，農林水産技術会

議，果樹試験場など農林水産省関係の試験研究機関，日

本植物防疫協会，残留農薬研究所などの関係団体の関係

者26名の参集を得て新農薬開発促進事業推進会談が開

催された。

新農薬開発促進事業は，近年防除が困難な病'沓虫の発

生が増加し，農業生産上大きな|嘩害となっていることか

ら，これらの病害虫の防除に効果の高い農薬の冊発促進

を目的として，残留農薬研究所が農薬メーカーから委託

を受けて実施する残留試験及び毒性試験に要する経費に

充てるための資金に必要な経費を助成する事業で，昭和

53年度からスタートしたものである。

会議は，栗田植物防疫課長の挨拶ののち,議事に入り，

新農薬開発の現状，経緯，近年各都道府県で特に防除が

困難な病害虫として問題になっている病害虫などの実態

をふまえて，本事業を開始した主旨，事業の内容などに

ついて植物防疫課担当官から説明があり，質疑が行われ

た。

また，53年度には，近年特に間迦となっているリン

ゴ腐らん病に対する農薬及びリンゴ落果防止oilを本事業

による開発対象農薬とすることとし，農薬メーカーから

申請の出ている候補農薬について検討が行われた。

○農薬による危被害事故防止の徹底について通達さる

標記の件について昭和53年7月15日付け53農斑

第5207号をもって農蚕園芸局長より各地方幾政励長，

沖純開発庁沖細総合事務局長，北海道知事あてに通達さ

れた。

農薬による危被害事故防止の徹底について

農薬による危被害の防止については，農薬安全対策1F

業（農薬安全対策事業実施要領（昭和50年8ﾉ^16I」

付け50農蚕第4581号農林事務次官依命通達）に基づ

き実施する事業をいう｡）及び農薬危害防止運動（農薬
危害防止運動実施要綱（昭和53年4月27日付け53

農蚕第2767号厚生事務次官，農林事務次官通達）に基
づき実施する運動をいう｡）を通じて農薬の適正な使川

方法の周知徹底を図ってきたところである。

しかしながら，今般長崎県下において，水稲川殺虫剤

であるプロパホス．NAC粉剤による幾薬中毒事故が発
生したこと（別添参照）は誠に遺憾であり，今後農薬の

使用に当たっては，従来からの農薬危被害防止対策の一

層の推進を図るとともに，特に下記事項の遵守徹底につ

いて，貴管下都府県に対し特段の御指導をお願いする。

Ｑ
Ｊ

ど

卓
Ｉ

lL．
＝Ⅱ

○昭和53年度病害虫発生予報第4号発表さる

挫蚕園芸局は53年7ﾉ122日付け53農蚕第5476号

昭和53年度瓶害虫発生予報第4号でもって，下記作物

及び油害虫の向こう約1か月間の発生動向の予想を発表

した。

イネ：いもち病，紋枯嫡，白染枯病,シマグロヨコバイ，

ニカメイチュウ，セジロウンカ，トビイロウンカ，イ

ネカラバエ，イネツトムシ，コブノメイガ，アワヨト

ウ，カメムシ蛾

－4 1－
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ジャガイモ：疫病

カンキツ：そうか猫，黒点痢，かいよう病，ヤノネカイ
ガラムシ，ミカンハダニ

リンゴ：斑点落葉病，黒星病，モモシンクイガ，コカク

モンハマキ，キンモンホソガ，ハダニ瓶

ナシ：黒斑病，黒星病，シンクイムシ瀬，コカクモンハ
マキ，ハダニ類，クワコナカイガラムシ

モモ：黒星病，せん孔細菌病，灰星病，コスカシバ，モ

モハモグリガ，ハダニ類，クワシロカイガラムシ

ブドウ：晩腐病，うどんこ病，ブドウトラカミキリ，フ
タテンヒメヨコバイ

カキ：炭そ病，うどんこ病,円星落葉病及び角斑落葉病，
カキミガ，フジコナカイガラムシ

チャ：炭そ病，もち病，ハマキムシ類，チャノホソガ，
チャノミドリヒメヨコバイ，カンザワハダニ

宰
少

本会 行新刊 図 書

昆虫フェロモン関係文献集 (II)
Ｌ
」

実費400円送料120円B5判16ページ

同文献集(1)に集録した雑誌以外で1970～73年の4年間に掲載された昆虫フェロモンに関する論文の文

献と1976年3月までに発表された昆虫の性フェロモンを一覧表としたものにINDEXと関連文献を併録
した害

－ －

本 会 発 行 新 刊図'書

土壌病害に関する国内文献集(II)
北海道大学農学部字井格生編

A5判166ページ1,200円送料160円

昭和31年に発行した同書(I)に続いて41年から00年までの10年間に主要学術雑誌などに掲載され

た文献をすべて網羅して1冊にまとめたもの。内容は,Iウイルス,I細菌，Ⅲ菌類の各々による病

害，Ⅳ各種病害,vその他，Ⅵ土壌処理，薬剤防除の分類によって掲載してある。

』

ﾛ

｢植物防疫」専用合本ファイル

本誌名金文字入・美麗装順

本誌B5判12冊1年分が簡単にご自分で製本できる。
①貴方の書棚を飾る美しい外観。②穴もあけず糊も使わず合本ができる。
③冊誌を傷めず保存できる。④中のいずれでも取外しが簡単にできる。
⑤製本費がはぶける。

頒 価 1 部 400円送料200円

御希望の方は現金・振替・小為替で直接本会へお申込み下さい。

－42－
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大な所で，mll-I市より約140kmあり，西の軽井沢と呼

ばれている。参集者が宿舎に着いたのは，日も暮れかか

ったころで，約3時間30分の行程であった。

節2日目の5日は，例年より早く梅雨が明け，真夏の

太陽がてりつける中を前日と同じくバス4台に分乗し，

高冷地農業センターで高冷地野菜を，真庭郡八束村3'福

|Ⅱでダイコン栽培ぼ場，萎黄病防除実証ほ場など現地見

学を行い，午後3時岡山駅で解散した。

－本，会

○昭和53年度野菜病害虫防除現地検討会を開催す

野菜病害虫防除研究会は，45年奈良県で第1回の現

地検討会を開催して以来，第2回長野県，第3回編島

県，第4回宮崎県，第5回愛知県，第6回高知県，第7

回千葉県，第8回北海道と毎年開催してきたが，53年

度事業の一つとして，第9回目の本年は7月4～5日の

両日岡山県において現地検討会を開催した。農林省，農

林省野菜試験場，他農林省試験研究機関，都道府県試験

研究機関，防除所，大学，関係団体，関係会社などの関

係者約280名が参集して盛大に行われた。

第1日の4日は岡山市まきび会館において本会遠藤常

務理事，岡山県農林部坂柳辿夫次長，河野達郎野菜病害

虫防除研究会長の挨拶ののち，下記3題の講演が行われ

た。

座長中国農業試験場西沢正洋氏

(1)岡山県における野菜病害虫防除と問題点

岡Ill県農業試験場藤井新太郎氏

座長野菜試験場腰原達雄氏

（2）高冷地におけるアブラナ科野菜害虫の生態と

防除岡山県農業試験場坪井昭正氏

座長野菜試験場 西泰道氏

（3）土壌病害を主としたダイコン病害の問題点

野菜試験場竹内昭士郎氏

座長農業技術研究所河野達郎氏

総合討論

講演会終了後，第2日の現地見学にそなえて，岡11!市

よりバス4台に分乗し，蒜山国民休暇村に向かった。蒜

山高原は鳥取県に接する東西20km,南北10kmの広

.〉

少少

少

ダイコン集出荷場風景

○芝草農薬現地研究会を開催す

芝草農薬研究会の54年度事業の一つとして，第2回

現地研究会を7月18II,静岡県小笠郡浜岡町の静岡カ

ントリークラブ浜岡ゴルフ場で開催した。

参集者約50名は，午後1時30分より約1時間草地

試験場内藤篤氏が座長で，静岡大学農学部吉田正義氏

の標本スライドなどによる芝草害虫の解説を聞き，スナ

コバネナガカメムシによる被害状況を見学し，4時閉会

した。

○編集部より

☆本年3冊｢lの特集号をお届けします。「害虫の要防除

密度」をテーマとして9題の論文を掲載してあります。

☆口絵写真及び6川に登録された新剤型の農薬の紹介記

事はいずれもありませんので，本号は休載です。

○出版部より

☆御好評をいただいております『農薬要覧」は1963年

にi!刊して以来，本年の1978年版で16冊目となりま

すが，同年版は8月末日発行を目標として現在校正']-'で

す。1部頒価は2,600円，送料100円です。

☆『茶の害虫｣一南川仁博・刑部勝共著一は既に編集が

済み，印刷所に入柵し，現在図版を整版，本文を文選中

です。発行月1!頒価‘送料は未定です。

リ

Ｉ

夕
ミ

現地見学風景
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☆雑誌以外の図書の進行状況などをこの欄で順次紹介していきます。御期待下さい。

人事 消 息

二瓶博氏（環境庁水質保全局長）は農蚕園芸局長に
野崎博之氏（農蚕園芸局長）は退職

石l]1徳氏（経済企画庁審議官）は九州農政局長に

馬場道夫氏（九州農政局長）は環境庁水質保全局長に
玉木佳男氏（農技研病理昆虫部昆虫科害虫防除第1研究
室主任研究官）は農業技術研究所病理昆虫部昆虫科害
虫防除第1研究室長に

釜野静也氏（四国農試栽培部虫雷研究室長）は同_上科害
虫防除第3研究室長に

徳永美治氏（野菜試環境部長）は農事試験場畑作部長に
西泰道氏（同上部病害第1ｲ{究室長）は野菜試験場環

境部長に

尾崎薫氏(農事試畑作部長)は北海道農業試験場次長に

三井康氏（農技研病理昆虫部昆虫科線虫研究室主任研

究官）は|可上場病理昆虫部虫害第2研究室長に

林健一氏（北海道農試次長）は北陸農業試験場長に

気賀沢和男氏（同上試病理昆虫部虫害第2研究室長）は
四国農業試験場栽培部虫害研究室長に

伊藤隆二氏（北陸農試場長）は九州農業試験場長に
古谷義人氏（九州農試場長）は退職

小山重郎氏（秋田県農試栽培部病虫科主任）は沖鮒県農
業試験場ミバエ研究室長に

』

、
己
堅

本会発行 図書

登録農薬適正使用総覧

農林省農蚕園芸局植物防疫課監修

155判加除式カード形式表紙カバー付

l～12月の1年間分8,000円送料サービス

1～12月の1年間分9,000円送料サービス

1～12月の1年間分6,000円送料サービス

昭和

昭和

昭和

年
年
年

８
９
０

４
４
５

好評発売中

同上

同上

昭和48年1月11日以降に再登録され，毒性及び残留性に関する試験成績に基づき，その安全性が評

価された農薬の再登録年月日，種類名，名称，有効成分の種類及び含有量，適用病害虫の範囲及び使用方法
(作物名，適用病害虫名,ioアール当り使用量，希釈倍数，使用時期，使用回数，使用方法）などを詳細に
とりまとめた資料

』

お申込みは前金（現金・振替・小為替）で本会へ
１
口

Ｉ
Ｌ

第32巻昭和53年8月25日印刷

第8号昭和53年8月30日発行

編集人植物防疫編集委員会

発行人遠藤武雄

印刷所株式会社双文社印刷所

東京都板橋区熊野町13－11

植 物 防 疫

昭和53年

8月号

（毎月1回30日発行）

二＝禁転載＝二

実費400円送料29円1藍議盤P

－発行所一

東京都豊島区駒込1丁目43番11号郵便番号170

課日本植物防疫協会
電話東亜(03)944－1561～4番

振替東京1－177867番

－44－
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本 会 発 行新刊図書

チリカブリダニによるハダニ類の生物的防除

森奨須・真梶徳純編

2,000円送料120円B5判89ページ

内容目次

総説・基 礎的研究1I農生態系における放飼事例
チリカブリダニ研究会の活動経過（頁梶徳純・ 施設内作物へのチリカブリダニの放飼

森奨須)1促成及び半促成栽培イチゴ（深沢永光）
チリカプリダニの研究史（森奨須）2ハウス内キュウリ（森奨須．今林俊一）
チリカブリダニの生活史(浜村徹三・頁梶徳純）3ハウス内ナス（松崎征美）
チリカブリダニの増殖と捕食に及ぼす温湿度条4ハウス内カーネーション及びパラ（藤本清．
件（芦原亘・頁梶徳純）広瀬敏晴．足立年一・伊東祐孝）
チリカブリダニの捕食者としての特性（高藤晃5ガラス室ブドウ（逸見尚）
雄） 野外作物へのチリカプリダニの放飼

チリカブリダニの分散（高藤晃雄・浜村徹三）6ダイズ及び小果樹類（今林俊一．森奨須）
チリカブリダニと土着カプリダニ類との競合7チャ（刑部勝）
(森奨須・斎藤裕）

チリカブリダニの大量飼育と貯蔵（浜村徹三Ill総括（森奨須・頁梶徳純）
真梶徳純）和文及び英文摘要
チリカプリダニに対する農薬の影響(芦原亘・

真梶徳純）

お申込みは前金（現金・振替・小為替）で本会へ
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⑨

粒 剤
●散布通期幅が広く、散布にゆとりがもてますb●すぐれた効果が長期間(約50日)持続しま式

●粉剤2~3回分に相当する効果を発揮しま戎●育苗箱施薬により葉いもちが防げま式

●イネや他の作物に薬害を起こす心配がありません｡●人畜､魚介類に高い安全性がありま魂
’
’
１

｜本田葉いもち防除’ ｜本田穂いもち防除 ’
使用薬量：育苗箱当り50～75gを均一使用薬垂:ioアール当り3kg

に 散粒使用時期：初発の7～10日前が

使用時期：緑化期か ら硬 化初 期が 最適 最適
使用地域：田植後6週間以内に葉いもち

防除を必要とする地域

使用薬量:ioアール当り4kg
使用時期：出穂10～30日前

(20日前が最適）

予防と治療のダブル効果

刀割ワョ乳剤
●空中散布(LVC)にも最適の薬剤で魂

雲
ﾌジﾜﾝのｼﾝポﾙ≠ｸて魂

隆剛惑灘柵柵柵
③は日本農薬の登録商標で士

e霧鴻藩．
日本農薬株式会社
〒103東京都中央区日本橋1-2-5栄太楼ピル

蕊 繊 騨 難 棚 灘 鍵

：フジワン
卜‘････-.--.---.---.-.‐

i澱姦 職

育苗箱での使い方



予防(-優る防除な'・

果樹そ菜病害防除の基幹薬剤

は信頼のマーク
’水和罰I

40 ’

殺虫殺グー1剤で数種の剤
の効力を併せ持つ

這恨草の省力防除一
好評ノ粒状除草剤

h

畜偉物天敵震安全

理帳の一剤

Ⅵ
〃
日

兼商,味式会社
東京都千代Ⅱ1区丸の内2－4－1 ｣’

新一刊

北篠良夫・星川清親共編

；作物-その形態と機能一~’
|…"歌"…“…墓続…Ⅷ
川清親）第2章種子の発芽高橋成人第3章樋モ塊茎の肥大（国分禎二第2章牧草の物質生産県

第2纏作物的花醜／第1章作物の播I山と↓'';種生態和一第3章葉菜類の棺球現象加藤徹第4章
Mil敦美第2章春北現象中惟博良第3章果樹の接木不親和性仁藤仰昌

作物おける佃成現象音，羊第4車野菜の抽墓現第6掴作物の登熟／柔＆庫マメ類の登熟昆野硝農

第3■作物の栄養体とその嚇凪第1辰作物の葉第2章穀粒の登熟坐'）清親第3章殺粒の品質

長南信雄第2里作物の膳長南信誰第3章平宏和第4章登熟と多収性松崎昭夫

作物の根田中典幸第4章作物に詞ける二一・ジング第7縄作物の生育と障害／第，章作物の倒伏と垂押

物溌繍塞麿過蕊"‘ど剥縦綴難'爆蓑峠蕊竹鱒圏:;騨灘認

,塞軍箪粧蕪職瀧容,蝋典奉…“書白鳥拳倫）

I

ﾄー ﾗック乳剤

東京都北区簡一脈
1丁目26番3号 農 業 技術協 一侃替東京8-176531

云〒114TEL(910)3787
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強い力がなが～〈つづく

いもち病に'オリゼメート粒剤
’藻総害撫アグレブト水和剤

イネしらはがれ病防除にフェナジン水和剤･粉剤

デﾗｳ墓隠撰騰ジペレリン明治

、明治瓢菓脆式会社
東京都中央区京橋2－8

やさいの品質アップ｡と増収をめざすには、

やはりいいクスリが不可欠です。せっかく

クスリをまきな

しまった･･･そん

がら、病気に虫にやられて

な苦い思いをくり返えさな

いために、クミカのやさい農薬をお選び〈

ださい。品質を左右する軍要な病害虫に

的確な効果を発揮。収穫のその日まで、

あなたの野菜をしっかり守りとおします。

やさいの主要害虫に

廿凹チォヨ
乳剤

やさいの主要病害に

ダⅡコニール
水禾ﾛ罰I

鞠
農協･経済連。全農

■お問い合.せ…東京都台東区池之端1-4-26

自然に学び自然を守る

［I
クミアイイビ学

「
二


